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情報通信のエネルギー問題
̶求められる通信インフラの省電力化̶
　我々はエネルギー問題というと、運輸・物流に伴うエネルギー消費、製造活動に伴う
エネルギー消費のみを想像しがちである。しかし現在、情報通信に関わるエネルギー消
費が世界的にクローズアップされつつある。
　米国では 1990 年代の終わり頃から、米国内において情報通信のために使用される電
力の量がやがて国の総発電量の数十％を占める時代が来る可能性があるとの危機感から
議論が始まった。日本でも情報通信インフラの大半を抱えるNTTグループが、我が国
の総発電量の１％もの電力を買電する時代を迎え（NTTグループの買電量は 1990 年当
時の２倍にも達する）、危機感を募らせている。日本の通信トラフィック量は 1990 年代
後半以後、ムーアの法則をも超える年率 40％もの増加を示し、そのペースは現在も衰
える気配がない。今後、放送と通信の融合も含めた動画配信の本格化、公共サービスや
情報サービスの一層の本格化によるデータ量の増大を考えると、少なくとも今後しばら
くはこのペースで増加し続けることは間違いない。そのような状況下で、この通信量の
増大を支えるネットワークインフラの電力消費量を試算すると、デバイスや回路技術の
低消費電力化技術の進展が停滞した場合には、2020 年には現在の総発電量の 50％近く
にまで達してしまうという予測もある。
　我が国は民生品を中心として低消費電力に関わるデバイス技術や回路技術は世界でも
トップレベルにあるが、現在までに確立されてきた技術の延長では通信インフラの中核
を成すルーターの用途での低消費電力化は難しく、デバイス、機器、ネットワークアー
キテクチャー等、多面的な視点かつシステム的な視点からの検討が求められている。こ
れらの検討では、省庁間の分野横断的な政策あるいは分業の明確化等が必要になる。い
ずれにしてもデバイスからシステム、発電に至るまでのグランドデザインが必要な領域
である。
　一方、通信量の増大を導く人間の情報要求の増大は、社会科学的な側面からも、情報
や通信の根源となるコミュニケーションの本質に遡って考える必要がある。例えば携帯
電話への消費支出は、他の消費財と比較して異質な傾向にあり、他の支出を切り詰めて
も優先する傾向にある。また情報に対する欲求は、認知限界（脳が情報を認識、処理で
きる能力）を超えていてもさらに追い求める傾向にある。情報通信の増大については、
例えば認知科学的などの側面や詳細な経済学的な側面からも検討することが必要であ
り、工学と社会科学の境界領域の大きな課題である。
　日本国内の問題としても、世界的な問題としても、まさにこの「情報通信のエネルギ
ー問題」は、今後も持続的発展を遂げられるか否かの重要な課題となり得る。
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ナノテクノロジー分野における
各国の特許出願状況
　我が国において、ナノテクノロジー分野は 2001 年に重点化政策の対象となって以来、
その広い応用範囲から、徐々に同分野の成果に対する期待が高まっている。2006 年３
月に総合科学技術会議が決定した「分野別推進戦略」では、同分野の推進戦略の中で、
応用分野を明確にした知財戦略の取組みの必要性が強調されている。しかし、ナノテク
ノロジー分野全体を俯瞰した形での特許動向調査はこれまであまり実施されていない。
そこで本稿では、同分野の特許出願状況の概要を知ることを目的に、特許出願状況の国
際比較、出願セクターや同分野の応用面から分類した特許動向の現状を紹介する。
　ナノテクノロジー関連特許の抽出方法としては、日本、米国、欧州の各特許庁および
世界知的所有権機関（WIPO）にて公開される特許広報から、ナノテクノロジーもしく
はその応用に関連すると思われる技術をキーワードにして検索を行い、そこで抽出され
た特許をナノテクの応用が想定される９つの技術領域、出願セクター、出願人等で分類
し、分析を行った。以下にその主なポイントを挙げる。
蘆 抽出されたナノテク特許の総数は日本特許庁の場合、全特許出願件数の約１％に相当
する。
蘆 各特許機関におけるナノテク特許出願数は年々増加傾向にある。
蘆 ナノテク特許の出願者国籍は、米国が最も多く、次いで日本、ドイツと続く。上位の
２国（米国、日本）で全体の 70％以上を占める。
蘆 日本特許庁では約 72％が日本国籍（発明者が日本人）、米国特許商標庁では約 62％が
米国籍だった。このように自国籍特許の割合は、各特許機関によって異なる。
蘆 セクター別に見ると、各国とも企業からの出願が約８割と最も多い。ただし、次に大
学からの出願が多くなっているのが米国・英国・カナダ・オランダ等で、逆に公的研
究機関からの出願が多くなっているのが、日本をはじめドイツ、フランス、韓国等で
あり、その傾向は米国型と日本型に二分される。
蘆 ナノテクノロジーの各技術領域における各国比較では、技術領域によって各国の特徴
が異なる。米国は全ての領域でトップの出願数であるが、日本は材料領域では米国と
同程度の存在感を示しているのに対し、医療・ライフサイエンス領域ではその割合は
少なくなっている。
　なお、本稿は、ナノテクノロジー総合支援プロジェクトセンターにおいて実施されて
きた調査・分析の結果を、同センターの協力を基に再構成したものである。現在同セン
ターではナノテク特許の継続した調査の一環として、米国の特許を各州毎に分類し分析
を行っている。この分析結果及び本レポートの詳細な情報は、随時、同センターのホー
ムページで公開されている。
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AAAS科学技術政策年次フォーラム報告
　４月 20～ 21 日、毎年開催されている全米科学振興協会（AAAS）科学技術政策フォ
ーラムがワシントンDCで行われた。フォーラムには、ジョン・H・マーバーガー科学技
術担当大統領補佐官兼科学技術政策局（OSTP）長や、サミエル・W・ボッドマン米エネ
ルギー省（DOE）長官も出席するなど、米国の科学技術政策の動向を知ることができる
重要な会議である。
　フォーラムでのスピーチでマーバーガー大統領補佐官は、ブッシュ大統領就任の前期
に連邦の研究開発支出が 45％上昇したが、これは、1960 年代と 70年代前半のアポロ計画
以来の成長率であるとした。また、2006年２月の2007年度（2006年 10月から2007年９月）
予算教書と併せて、OSTPから発表された、アメリカ競争力イニシアティブAmerican 
Competitiveness Initiative（ACI）についても説明し、政府が研究開発に力を入れている
ことを強調した。ACIは連邦政府研究投資、研究開発税制措置、そして人材育成によっ
て世界におけるアメリカの競争力を高めようとするもので、約 60億ドルの費用が準備さ
れている。
　AAAS側からは、ケイ・コイズミR&D予算・政策プログラム課長から、2007 年会計
年度の研究開発予算の分析結果について説明があった。コイズミ氏によると、ハリケー
ン救援とイラク戦争のための費用、および減税などが、予算に深刻な影響を与えている。
国立科学財団（NSF）、DOEおよび標準技術研究所（NIST）の予算は、ACIによって増
加したが、他の研究開発関連省庁の支出は低下している。人口の増加と長寿命化に伴って、
社会保障、老人医療健康保険制度、そして低所得者医療扶助制度のコストが、今後上昇
し続けることが明らかである。また、これに加えて国防費が連邦政府の重荷である。し
たがってこの傾向は数年続き、政府機関のいくつかは 10～ 30％の予算カットを余儀なく
される、というのが、AAASの分析であった。
　ガソリン価格が高騰中であることもあって、「21世紀のエネルギーのための科学技術
政策」のセッションは、多くの関心を集めた。気候変動が社会に及ぼすリスクなどにつ
いて説明し、その改善には技術がキーであるが、それに対する投資をするのは誰かとい
う課題も話題にした。水素エネルギーに関する研究開発投資は引き続き積極的に続けら
れているものの、実用化の可能性については、特に自動車に対する燃料としての適用は、
インフラと供給の問題から当面は非現実的との意見が強い。予算教書では、DOEでのク
リーンエネルギー研究に対して、22％の予算増を要求した。その中で、太陽光発電の予
算は 75％増され、バイオマスに対しては 62％予算が増加されている。水素および燃料電
池に関しては 23％の予算が増額された。地熱研究プログラムに対する予算はゼロで、現
時点では地熱研究への関心は大きくないように見受けられる。気候変動に関する論文が
多く発表され、産業活動と気候変動との関係が無視できない状態になってきたことから、
CO2 削減問題には政府も積極的に取り組んでいる。
　科学技術を取り巻く不正行為に関するテーマについても話し合われた。研究者の倫理
観に対する教育の必要性、日本には該当しないような話題（軍事研究の重点化、移民問
題など）も話題となった。
　また、発表者の一人が e‐Japanを例に出し、米国でもこうした戦略によってネットワ
ークの構築を図るべきだという意見も出された。
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 ライフサイエンス分野 TOPICS Life Science
　2006年 3月13日にロンドンの病院で行われた新薬の臨床治験で、投与を受けた6人の健康な成人
男性全員が意識喪失・多臓器不全などの重篤な症状を示し、 社会的問題として広く議論を巻き起こした。
臨床治験を認可した英国の医薬品医療器具規制局 （MHRA）は直ちに試験実施の承認を取り消した。こ
の新薬は単クローン抗体 注）TGN1412と呼ばれるものであり、製造過程・投与量・混入などの問題
ではなく、TGN1412自体の副作用と判定された。しかし、開発・製造会社側は、ウサギとサルにおけ
る高濃度（500倍）の投与実験でも副作用が認められなかったとしており、MHRA・企業とも、「ヒ
トにおける有害事象は予測不可能であった」という声明を発表している。 英国政府保健省は、単クロー
ン抗体を用いた治療の科学的背景を再検討し、同様な薬物に関する臨床治験を将来どのように運営すべ
きか検討するため、国際的に専門家を募った調査委員会を結成することとした。
トピックス1　新薬のヒト臨床治験に伴う“想定外”の事故への社会的関心
　2006年３月 13日ロンドンの病院で、単クローン
抗体注）TGN1412の新薬としての認可に向け、ヒト
を対象とする臨床治験の第一相が行われた。被験
者となった６人の健康な成人男性の全員が、投与
直後から意識喪失・呼吸困難・多臓器不全などの
重篤な症状を示し、集中治療室に収容され、近年
にない大きな治験事故に発展した。欧州では社会
問題として衆目を集めている。
　TGN1412は、ドイツのベンチャー企業TeGenero
社が、癌に伴う免疫不全や自己免疫障害・炎症に
対する治療薬として開発し、ドイツを本拠地とし
世界 44 カ国に拠点を置く Boehringer Ingelheim
社が製造・販売を行うという契約を交わした。臨
床治験を行ったParexel 社は、米国マサチューセ
ッツの本拠のほか日本を含む 28カ国に拠点を置
く、開発業務委託会社（CRO：Contract Research 
Organization）である。
　この臨床治験は、事前に英国およびドイツの規
制当局から認可を受けていた。英国当局のMHRA
（Medicines and Healthcare products Regulatory 
Agency）は、有害事象の発生後、直ちに試験を中
断して他の欧州の規制機関に通知した。更に試験
実施の承認を取り消し、現在、原因解明の調査を
行っている。
　４月５日の中間報告では、「製造過程・投与量の
過誤や有害物質の混入の問題でなく、TGN1412 自
体の副作用である」との見解を示している。また、
「申請書類を再検討したところ、試験認可の手続き
上の問題は無かった」としている。開発会社側は、
ウサギとサルにおける高濃度（500倍）の投与実験
でも副作用が認められなかったとし、MHRA・企
業とも「ヒトにおける有害事象は予測不可能であ
った」という見解を示している。
　なお、被験者６人は４月上旬に危機的な状態は
脱した。
　単クローン抗体TGN1412 の作用機序はヒトに適
用される薬物としては、極めて新奇なものである。
Ｔ細胞の活性化を起こすには、通常、抗原提示細
胞の基質と、Ｔ細胞のＴ抗原受容体（TCR）及び
補助刺激受容体を介した２種の信号の符合が必要
とされる（下図）。しかし、TGN1412 は主要な補
助刺激受容体であるCD28 に結合し、単独でＴ細
胞を活性化する。一般的に、抗体は生体内の反応
を中和する働きが知られているため、作用の穏や
かな薬物と考えられている。一方、TGN1412 は生
体内の反応を促進するように設計されているため、
アゴニスト（促進剤）抗体と呼ばれている。
　英国政府保健省は、単クローン抗体を用いた治
療の科学的背景を再検討し、同様な薬物に関する
臨床治験を将来どのように運営すべきか検討する
ため、国際的に専門家を募った調査委員会を結成
することを決定し、委員長として英国Sheffield 大
学医学部のDuff 教授を任命した。
注：単クローン抗体　抗体とは特定の標的分子に結合する生
体物質（蛋白質）。生物工学的に、均一な反応性を持つ同一抗
体蛋白質、即ち単クローン抗体を作る事ができる。
体内での自然な反応機構 アゴニスト抗体の作用機構
抗原提示細胞
Ｔ細胞
抗原提示細胞
Ｔ細胞
抗原
TCR
補助刺激基質
補助刺激CD受容体
アゴニスト
抗体
アゴニスト抗体薬TGN1412 の開発概念
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 情報通信分野 TOPICS Information & communication
　2006年 3月に開催された総合見本市 JAPAN SHOPでは、可視光通信コンソーシアムによって、
発光ダイオード（LED）で文字・画像情報などを発信できる複数の可視光通信技術が公開された。 可
視光通信とは、人間の身の回りにあって目に見える光である 「可視光」 を使って通信する技術である。
LEDは、可視光を人の目に感じられない程のスピードで高速に点滅させてデータを転送できる。電力線
を利用したネットワークと組み合わせることで、 至る所に設置されている照明機器に、ワイヤレスのア
クセスポイントとしての役割を持たせることもできる。
　可視光通信は、大きな可能性を秘めているが、機器／端末をシームレスに連結するためには、基本的な
通信技術の規格化が必須である。可視光通信コンソーシアムは、低速データ通信用の通信方式について標
準化原案を作成し、 譖電子情報技術産業協会（JEITA）のAV&IT システム標準化委員会で審議を開始
した。 早ければ今年度中の標準規格化を目指している。
トピックス2　LED照明による新しい通信インフラの技術標準化
　可視光通信とは、人間の身の回りにあって目に
見える光である「可視光」を使って通信する技術
である。「可視光通信コンソーシアム」は、日本発
の可視光通信システムを研究、開発、企画、標準
化、普及させることを目的として 2002 年に設立さ
れ、現在、20社が加盟している。2006 年３月、コ
ンソーシアムが作成した可視光通信技術の標準化
原案の審議が、譖電子情報技術産業協会（JEITA）
で開始された。
　現在広く用いられている電磁波による無線通信
には、「人体に対する電磁波の影響を防ぐために送
信電力を低く抑える必要がある」、「電波法に基づ
く規制により、使用できる無線周波数が制限され
る」などといった課題がある。一方、可視光域は
人間に安全と考えられており、また、照明の光と
通信とを併用することができる。目に見える光を
発する装置は、オフィスや家の中や道路上などの
照明、交通信号機、広告用電光掲示、ディスプレー、
電子機器の表示など、様々に設置されている。
　現在、照明光源として広く用いられているの
は電球や蛍光灯であるが、近年、発光ダイオード
(LED：Light Emitting Diode）を用いた照明の研究
が盛んになっている。LEDは、電気エネルギーを
光エネルギーに変換する半導体であり、電気－光
変換過程で熱エネルギー化を必要とする白熱電球
に比べエネルギー効率が高い。そして、蛍光灯など
の照明と比較して、長寿命、小型、低消費電力など
の特徴を持つ。LED照明の発光効率は蛍光灯に近
づいており、将来的には省エネルギー照明として
電球や蛍光灯の一部と置き換わる可能性を持つ。
　LEDによる可視光素子は、人の目には感じられ
ない程のスピードで可視光を高速に点滅（変調）
させることができるため、この高速な点滅でデー
タを表現し、離れた場所で受光することによりデ
ータ転送を可能とする。市販の白色LEDを用いた
データ通信速度は、数Mbps～数十Mbpsであり、
中規模データの転送には十分耐えられるまでの速
度を達成している。可視光を受け取る側のシステ
ムとしては、デジタルカメラや携帯に装備された
カメラのように、すでに普及されているものが利
用できる。そして、今後高速化が期待される電力
線を利用した PLC（Power Line Communication）
と組み合わせることで、至る所に設置されている
照明機器に通信機能を付加し、ワイヤレスのアク
セスポイントとしての役割を持たせることもでき
る。光は直進性をもつことが欠点ではあるが、放
射場所をしっかり限定できる利点もあり、情報漏
えいの防止や正確な位置情報提供などが可能で、
GPS電波の届かない屋内での位置情報認識などの
応用も広がる。
　このように可視光通信は大きな可能性を秘めて
いるが、機器／端末を可視光通信でシームレスに
連結するためには、基本的な通信技術の規格化が
必須である。コンソーシアムは、2006 年３月に、
様々に可能性を広げる可視光通信の将来像を店舗
総合見本市 JAPAN SHOPで紹介した。展示では、
LEDから文字・画像情報などを発信できる可視光
通信技術として、複数の技術が公開された。そして、
今回の展示物に共通的に使われている「低速デー
タ通信用の通信方式」について、日本発の世界標
準の実現に向けて標準化原案を作成し、JEITAの
AV&ITシステム標準化委員会において審議を開始
した。早ければ今年度中の標準規格化を目指すと
している。
資料：http://www.vlcc.net/working/hyoujun_wg.html
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　東日本旅客鉄道株式会社は、燃料電池を利用したハイブリッド鉄道車両の運転試験を2006年 7月か
ら開始する。試験車両は、加速時には燃料電池と蓄電池から電力を得て、ブレーキ時には蓄電池に電力を
回収することでエネルギー効率を高めており、床下の水素タンクから燃料供給するため架線設備が不要
という特徴も持つ。燃料電池システムを用いるメリットとしては、①地上施設（発電所・変電所・送
電線）のスリム化、 ②未電化区間の排ガス・二酸化炭素排出量低減、 ③災害時の停電トラブル時にお
ける早期復旧、 が挙げられる。その一方で、鉄道車両特有の振動、温度変化、頻繁な出力変動などに対
応した燃料電池システムの性能改善、水素を使用する際の安全確保など多くの課題も残されている。構内
にて基本性能と安全性能を確認後、2007年 4月から本線での試験走行を行う計画である。
トピックス3　燃料電池ハイブリッド鉄道車両の走行試験開始
　東日本旅客鉄道株式会社（JR東日本）は地球環
境に優しい鉄道車両用動力システムとして、燃料
電池と蓄電池のハイブリッドシステムを世界で初
めて開発し、2006 年 7月より試験車両の運転走行
試験を開始すると発表した。
　今回の試験車両は走行用動力源としてクリーン
な発電システムである燃料電池を採用し、蓄電池
とハイブリッド化して用いている。加速時に必要
な電力は燃料電池と蓄電池の両方から供給し、ブ
レーキをかけた際には回生ブレーキ電力を蓄電池
に回収することでエネルギー効率を高める工夫が
なされている。床下の水素タンクから燃料供給す
るため、架線設備は不要である。
　現在、未電化区間で主流のディーゼル車両は、
ディーゼルエンジンを動力源とするため排ガスや
騒音の発生、エネルギー効率が低いなどの欠点が
ある。このため JR東日本ではディーゼル発電機と
蓄電池をハイブリッド化した「NE（ニューエナジ
ー）トレイン」をすでに実用化し、従来型ディー
ゼル車両より 15％の省エネルギーを達成している
が１）、今回の燃料電池ハイブリッド鉄道車両は「NE
トレイン」よりさらに一歩進んだ環境性能を実現
可能である。
　今後、JR東日本では、構内での走行試験にて基
本性能や安全性を確認後、2007 年４月から本線で
の実験に乗り出す計画である。
　譛鉄道総合技術研究所でも同様の燃料電池鉄道
車両の開発と省エネ性の評価が詳細に検討されて
いる。台車の車両試験台試験の結果をもとに、天
然ガスから水素を製造したと仮定し、同一の走行
条件で従来のディーゼル車両と比較した場合、燃
料電池車両の二酸化炭素削減効果は約 70％と試算
されている２）。
　燃料電池を鉄道車両に用いるメリットとしては、
①地上施設（発電所・変電所・送電線）のスリム
化、②未電化区間の排ガス・二酸化炭素排出量低減、
③災害時の架線停電トラブル時の早期復旧、が挙
げられる。
　しかし、鉄道車両特有の振動、温度変化、頻繁
な出力変動などに対応した燃料電池システムの性
能改善、水素を使用する際の安全確保など、技術
開発には課題も多い。実用化にあたっては、燃料
となる水素供給施設のインフラ整備が必要な点は、
先行して開発が進む燃料電池自動車同様の課題で
あるが、鉄道車両の場合は走行範囲が限定される
ため、燃料供給インフラ網構築のハードルは相対
的に低いと言える。
参考文献
１） エンジンテクノロジー、2005年9月号p.47～52
２）第18回 鉄道総研講演会資料
３）JR東日本プレスリリース
  http://www.jreast.co. jp/press/2006_1/
20060404.pdf
試験車両の諸元
車両寸法 20× 2.8 × 4.1m
最高速度 100km/h
主電動機方式・出力 誘導電動機　95kW× 2台
燃料電池方式・出力 固体高分子形　65kW× 2台
蓄電池方式・容量 リチウムイオン二次電池　19kWh
水素タンク容量・圧力 270リットル、35MPa
JR 東日本の燃料電池ハイブリッド鉄道車両の構造
JR東日本資料より作成
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　譖日本経済団体連合会は、この10月に政府が3年ぶりに改定する予定の 「エネルギー基本計画」
に産業界の意見を反映することを目指し、「わが国を支えるエネルギー戦略の確立に向けて～エネルギ
ー安全保障を中心に～」と題する提言を発表した。国家戦略の最重要課題として、政治の強いリーダーシ
ップによるエネルギー戦略再構築を要望するだけでなく、アジア版国際エネルギー機関の創設や、資源国
との FTA締結など、具他的施策にまで踏み込んだ提言内容となっている。
トピックス4　日本経団連が国家エネルギー戦略確立を提言
　譖日本経済団体連合会（日本経団連）は、資源
エネルギー庁にて今年 10月改定予定の「エネルギ
ー基本計画」に産業界の意見を反映することを目
指し、「わが国を支えるエネルギー戦略の確立に向
けて～エネルギー安全保障を中心に～」と題する
提言を2006年５月９日に発表した。
　2003 年に策定された現在の「エネルギー基本計
画」では、エネルギーの安定供給と環境に配慮の上、
市場原理を活用することを基本方針としており、
これに対して日本経団連も「着実な推進を求める」
との立場にあった。
　今回提言では、昨今の原油価格高騰と中長期的
なエネルギー需給逼迫、エネルギー資源獲得競争
の高まり、地球環境問題への喫緊の対応要請を背
景とし、エネルギー資源の大部分を輸入依存する
わが国の国民生活や経済社会が安定的な発展を維
持する上で、国家戦略の最重要課題の一つとして
新たなエネルギー戦略を再構築することを強く要
望している。
　また、米国、中国、ロシア、フランスなどの主
要国では、国の最高責任者自ら先頭に立ってエネ
ルギー戦略再構築と着実な推進を果たす姿勢を示
していることから、「わが国でも政治の強いリーダ
ーシップによる戦略立案遂行が不可欠」としてい
る。加えて、アジア版国際エネルギー機関（IEA）
創設、新国家エネルギー戦略の数値目標達成に向
けた施策スケジュール化、資源開発プロジェクト
へのリスクマネー供給機能強化、GCC（湾岸協力理
事会）諸国とのFTAの早期締結など、具体的施策
にまで踏み込んだ提言内容となっている。
　今後のエネルギー戦略のあり方として、下記５
つを行うべきとしている。
① 戦略的な資源・エネルギー外交・施策の展開
　「エネルギー争奪」から「協調の時代」創造を目
指し、資源保有国とのエネルギー分野を含む関係
強化や、アジアにおけるエネルギーパートナーシ
ップ実現を目指す。国際エネルギー機関（IEA）の
アジア版創設により、アジアの消費国間対話によ
る省エネ技術協力、資源の共同開発等、共通の課
題を克服する。
②エネルギー・環境分野の技術戦略推進
　アジアの爆発的な経済拡大に対応すべく、強固
な需給構造実現と産業競争力強化に資する技術開
発力強化に取り組む。第３期科学技術基本計画の
エネルギー分野 14の重点課題を着実に推進する。
先端省エネ技術の普及促進に向けた初期需要形成
や市場環境整備、国際標準化支援など政府施策を
充実する。
③エネルギー供給面からの対応
　原子力エネルギー積極活用に向け、発電所の規
制合理化、次世代炉開発導入を通じた人材育成・
確保、安全性の確保や危機管理体制の一層の充実、
初等教育も含めた国民各層での理解を促進する。
化石燃料の有効利用、再生可能エネルギー導入推
進は引き続き計画を推進する。
④エネルギー需要面での対応
　ITS促進や交通システム改善を通じた省エネ型
都市づくり、高効率機器や高断熱仕様を用いた質
の高い住宅への建替え需要創出に向けたインセン
ティブを付与する。資源開発事業へのリスクマネ
ー供給強化、エネ革税制対象拡充、石油代替エネ
ルギー法見直しなど、国内エネルギー関連制度を
改革する。
⑤エネルギーの重要性に関する理解促進
　初等・中等段階でのエネルギー・環境分野の教
育環境充実を通じた、エネルギーの重要性に関す
る国民理解を促進する。社会全体へのエネルギー
関連広報（情報公開）を展開し、エネルギー戦略
全体のPDCA（plan‐do‐check‐act）サイクルを
円滑化する。産業界も、施設見学や教師研修等の
エネルギー教育、魅力あるエネルギー産業構築、
人材充実の点で役割を果たす。
日本経団連ホームページより
http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2006/
027/index.html
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　ジョージア工科大学のZ. L. Wang教授らは、酸化亜鉛のナノワイヤーで発電できることを見出した。
炉内に置いたサファイア基板上に金のナノ粒子を堆積させ、 アルゴンガス中で酸化亜鉛粉末を加熱しな
がら、基板に垂直に配向したナノワイヤーを成長させた。見出したナノ発電方法は、酸化亜鉛ナノワイヤ
ーが曲げられた後に開放される際に発生する電荷を利用したものである。 原子間力顕微鏡の探針を使用
して、各ナノワイヤーに探針により負荷を与えて圧電効果による起電力が得られることを確認した。 機
械的エネルギーの電気エネルギーへの変換効率は最大30％と推定され、何百万本ものナノワイヤーで構
成されるナノ発電素子が実現すれば、僅かな機械的な動きから大きな電気エネルギーを発生させること
が可能となる。身体の動き、筋肉の伸縮、および水の流れでさえ、ナノワイヤーに電荷を発生させること
ができるので、 埋め込み可能な医療用具などのさまざまな応用が考えられる。
トピックス5　配向した酸化亜鉛ナノワイヤーによる発電
　ジョージア工科大学のZ. L. Wang教授グループ
が、負荷を与えると電気を起こすナノワイヤーを
開発した。圧電特性を有する酸化亜鉛から造られ
たナノワイヤーは、曲げられた後に負荷が開放さ
れるときに圧電および放電効果により電荷を発生
する。何百万本もの直径が数十 nmのナノワイヤ
ーで構成されるナノ発電素子は、非常に僅かな機
械的動きから相当量の電気エネルギーを発生させ
ることができる。このシステムを用いると、身体
の動き、筋肉の伸縮、および水の流れでさえ、ナ
ノワイヤーに電荷を発生させることが原理的には
可能となる。よって、身体に埋め込み可能な医療
用具、スマート衣服などのさまざまな応用が考え
られる。
　最初に電気炉内に置いたサファイア基板上に金
のナノ粒子を堆積させ、その後、アルゴンガスを
炉内に流しながら酸化亜鉛粉末を加熱して、向き
が揃ったナノワイヤーを成長させた。触媒として
作用する金のナノ粒子の下に、基板に対してほぼ
垂直に成長した、直径が 20～ 40nmで長さが 200
～ 500nmのナノワイヤー配列が作製された。ナノ
ワイヤーの間の基板上にも酸化亜鉛膜が生成する
が、この膜はワイヤー同士をつなぐ電極の働きを
する。
　原子間力顕微鏡（AFM①）の探針を用いて配向
した酸化亜鉛ナノワイヤーに負荷を与えていくと、
圧電効果により、ナノワイヤーの片側が伸びて正
電荷が、反対側が圧縮されて負電荷の分離が起き
る。その結果、ショットキー障壁②がAFMの探針
とナノワイヤーの間に形成されて、電荷はナノワ
イヤーに蓄積される。探針がナノワイヤーを横切
って走査すると、ナノワイヤーの半導体特性と圧
電特性の両方が発現するため、充電と放電の両方
のプロセスが繰り返される。導電性の探針による
ナノワイヤーへの負荷が開放されると、電流が流
れることがAFMを応用したシステムで確認され
た。負荷が開放された後にナノワイヤーは振動し
ているが、放電は負荷開放の瞬間にのみ観測され
た。入力の機械的エネルギーは 17～ 30％の変換効
率で電気エネルギーに変換できると推定されてお
り、何百万本もの酸化亜鉛ナノワイヤーが互いに
接続された配列によりナノ発電システムを作製す
れば、高出力の電流を取り出せる。本研究成果は、
2006年４月 14日付のサイエンス誌で発表された。
圧電効果による電荷測定方法とその出力の模式図
導電性
AFM探針（Pt）
酸化亜鉛
ナノワイヤー
酸化亜鉛
電極膜
基板
移動
方向
負荷
電圧計
外部負荷
抵抗
AFM探針の移動量
（nm）
電
圧
（
m
V
）
20～40nm
①  AFM（Atomic Force Microscope）：試料と探針の間に
働く斥力を探針のたわみとして検出し、探針を接触又は
一定に保ちながら試料表面を走査し、表面形状を観察す
る装置。
② ショットキー障壁：金属を半導体材料に接触させた時、
電気は、金属側から半導体側ないしその逆のどちらか一
方通行に流れやすくなる。この電気的障壁を、提唱した
W. Schottkyに因んで、ショットキー障壁と言う。
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　欧州宇宙機関が2005年 10月に発行した、微小重力応用プログラムに関するレポートに、物質科学
分野とライフサイエンス分野の30チームの研究状況が紹介されている。2000年からの7年間で、
産学共同研究プログラムに約110億円が投入され （うち22％は企業からの資金）、宇宙環境を利用
して産業界に必要な基礎データを取得しようとしている。近年欧州の産業界に浸透し始めている、 微小
重力環境を 「重力加速度を変化させられる研究設備」と捉え、その成果を地上での製品に役立てるとい
う考えが反映されている。一方、我が国では米国のレーガン大統領が1984年に提唱した 「宇宙工場」
の発想に追随しており、 国際宇宙ステーションだけが微小重力利用の研究の場であると理解されている
場合がある。 日本と欧州の間には、 宇宙環境利用に対する姿勢の違いが見られる。
トピックス6　欧州の微小重力応用研究への取組み
　欧州宇宙機関（ESA）は、2005年 10月に「微小
重力応用プログラム（MAP①）―科学と産業の連
携チームづくりに成功―」（SP‐1290）と題するレ
ポートを刊行した。欧州では、国際宇宙ステーシ
ョン計画への参加を機として、企業の宇宙実験へ
の参入を促したが、企業は長い間、宇宙での微小
重力利用に否定的であった。近年、欧州の産業界
においては、国際宇宙ステーションを「工場」と
捉えるのではなく、産業界に必要な基礎データを
取得する場と捉える考え方が浸透し始め、現在で
は、100社もの企業が参加する微小重力利用に関す
る産学共同研究プログラムが活動している。今回
刊行されたレポートはその活動報告である。
　このレポートによれば、2000 年からの７年間で
８千万ユーロ（約 110 億円）が研究資金として投
入され（うち 22％は企業からの資金）、微小重力環
境を利用して産業界が必要とする基礎データを取
得している。今回報告された 30のMAPチームに
よる研究は、物質科学分野とライフサイエンス分
野に大別される。物質科学では各種金属の合金・
流体の挙動・燃焼過程の観察など 17の研究テー
マがあり、例えば合金融体の熱的性質を研究する
MAPチームは、次世代のジェットエンジンタービ
ンブレードの鋳造に必要なニッケル基超合金融体
の表面張力や粘性率などの物質定数の測定を行っ
ている。このチームにはドイツ・フランスなど欧
州６カ国から９人の研究者と 12の企業が参加して
いる。各種の物質定数の測定は、地上では対流や
重力加速度による変形があるため精度が低くなる
が、微小重力環境を利用すれば高精度の測定が可
能になる。微小重力環境は、いわば「重力加速度
を変化させられる研究設備」であり、国際宇宙ス
テーションだけでなく、回収型宇宙実験衛星、小
型ロケット、航空機による放物線飛行、落下塔など、
さまざまな微小重力実験機会が利用されている。
　一方、ライフサイエンスの分野では、骨・筋肉・
微生物・植物の生長など 13のテーマでMAPチー
ムが作られている。例えばオランダやイタリアな
ど欧州５カ国とカナダから９人の研究者が参加し
ている骨に関する研究を行うMAPチームは、宇
宙空間で生活する宇宙飛行士の骨量減少対策とし
て、マウスの脊髄や肋骨を用いた研究を行ってい
る。これは、骨粗鬆症の治療にも応用できる。ラ
イフサイエンス分野の微小重力実験は長時間を要
する場合が多いので、今後、国際宇宙ステーショ
ンに取り付けられる予定の欧州実験モジュール「コ
ロンバス」の実現が待望されている。
　このように、欧州では微小重力利用実験によっ
て、基礎データを取得し、その成果を地上での製
品開発や研究に役立てようという考え方である。
　国際宇宙ステーション計画は、米国のレーガン
大統領が 1984 年の年頭教書において、宇宙の微小
重力環境による科学技術の発展や宇宙工場として
の利用を同盟国に提唱して開始されたものである。
しかし、米国は2004年に宇宙政策の見直しを行い、
月・惑星などの宇宙探査（Space Exploration）を
標榜し、国際宇宙ステーションでの科学研究の優
先度を下げている。我が国の宇宙環境利用は、米
国が提唱した「宇宙工場」の発想に追随しており、
国際宇宙ステーションだけが微小重力利用の研究
の場であると理解されている場合がある。微小重
力を利用した基礎研究を重視する欧州と、宇宙ス
テーションの実現を重視する日本の間には、宇宙
環境利用に対する姿勢の違いが見られる。
（首都大学東京大学院　日比谷 孟俊 教授の投稿を元に
科学技術動向センターで作成）
①MAP：Microgravity Application Program
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　1987年のブルントラント委員会
でのサステイナブル・ディベロッ
プメント（持続的発展）の提唱、
1992 年のリオ会議、2005 年の京
都議定書の発効等では着実に進展
が見られ、環境負荷の考慮が市場
経済社会の発展を左右する重要な
要素として認識されつつある。20
世紀は経済規模の拡大とエネルギ
ー消費の増大の歴史であったが、
限りある資源を効率的に使う視
点、環境負荷を最小限にする視点
は、21世紀の社会・経済の持続的
発展のためにもはや不可欠な視点
となっている。
　ハードウェアとしての製品技
術、製造技術、それらを運ぶ物
流・輸送システム等、実体を伴う
世界（ハードイノベーションの世
界）ではそのような概念が急速に
進展、普及してきており、リサイ
クルを意識したLCA（ライフサイ
クルアセスメント）や、最小限の
リソース投入と最小限のエネルギ
ー投入での製造を目指すミニマル
マニュファクチュアリングは、そ
のような持続的発展におけるハー
ドイノベーションの究極の例の一
つである。
　20 世紀の工業化社会から高度
情報化社会へと 21世紀は急速に
移行しつつあるが、一方、高度情
報処理および通信に伴うエネルギ
ー消費効率化の概念、エネルギー
消費の最小化の概念は、必ずしも
十分に議論されていない。特に米
国・日本をはじめとして先進国経
済の70％以上をサービス産業が占
めるようになった現在、ハードイ
ノベーションからソフトイノベー
ション、サービスイノベーション
への移行が重要なテーマとなって
おり、そのようなイノベーション
を支える情報流通やサービスの高
度化に伴う情報処理・通信による
エネルギー消費の増大が懸念され
ている。
　我々はエネルギー問題という
と、運輸・物流に伴うエネルギー
消費、製造活動に伴うエネルギー
消費のみを想像しがちである。し
かし現在、情報通信に関わるエネ
ルギー消費が世界的にクローズア
ップされつつある。情報通信に関
わるエネルギー消費、すなわち、
情報通信機器およびインフラに関
わるエネルギー消費がエネルギー
消費全体に対してどの程度を占め
るのか、今後どのように拡大して
行くのかを慎重に見極める必要が
あり、エネルギー消費を制御・抑
制することは、持続的経済発展お
よび産業競争力の点からも非常に
重要な課題となりうる。
　現在、日本ではブロードバン
ド情報インフラの整備を目的とし
た e‐Japan 重点計画から、その
インフラを高度に活用し、サービ
ス産業やコンテンツ産業のより一
層の推進を目指した u‐Japan 政
策に IT戦略を移しつつある。ユ
ビキタス時代のエネルギー消費に
ついても本格展開前に十分に議論
し、発展が抑制あるいは阻害され
ることのないように検討しておく
必要があろう。また、この問題で
は、情報通信のもつ社会科学的な
側面についても、情報や通信の根
源となるコミュニケーションの本
質に遡って考える必要もある。
　ここでは、そのような視点で情
報通信とエネルギー消費の現状を
分析し、今後の研究の方向性を考
える参考としたい。
2   情報通信で消費されるエネルギー 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　我々が身近な情報通信機器の消
費エネルギーを考えた場合、その
低消費化は着実に進んでいる。携
帯電話ひとつとっても、1990年以
前までの携帯電話は、肩からショ
ルダーバッグのように提げる形態
だったものが、90年代に入ってか
らは片手で持てる物になった。し
かしその重さは 300グラム以上あ
り、待ち受け時間も１日がやっと
という時代が 90年代後半まで続
いた。90年代後半以後はデジタル
科 学 技 術 動 向　2006年 6月号
10 Science & Technology Trends   June  2006 11
情報通信のエネルギー問題　̶求められる通信インフラの省電力化̶
化の進展とともに急速に端末の小
型化と低消費電力化が進み、今で
は待ち受け時間が500時間（約 20
日）を超えるのがほとんどとなっ
ている。
　ところが、現在でも、一人の
人が電話をかけて相手につながる
までには、多数の情報処理機器、
通信機器を経由しなければなら
ない。それらの機器を全て一人
で占有している訳ではないので単
純な合計値では表せないが、例え
ば、塚本は村田らの試算を入れて
図表１のように書き表し、18Wの
エネルギーを消費すると試算した。
このように、情報通信によって付
加されるエネルギー消費が大きい
ということを意識しなくてはなら
ない。
３‐１
米国における議論
　米国では 1990 年代の終わりに、
オフィスでのPC等電子機器の導
入やインターネットの拡大に伴っ
て、どのように電力消費が伸びて
行くかの試算がなされ、問題提起
がなされた。
　Mark P. Mills は、インターネ
ットに関わる機器の消費エネル
ギーが、1999 年には全米の全消
費エネルギーの８％を占めると
試算した１）が、これが米国にお
ける情報通信とエネルギー問題
の議論の端緒とされている。ま
た同時期に、DOE（米国エネル
ギー省）ローレンスバークレー
研 究 所 Environmental Energy 
Technologies Division（EETD）、
End‐Use Energy Forecasting 
GroupのKawamoto らは、1999 年
度のオフィス機器の消費電力を
11 分類して詳細に分析した結果
を報告している２）。その結果によ
ると、オフィス機器の総消費電力
は 71TWh/ 年で、これにネット
ワーク機器（通信機器は除く）の
3TWh/年を加えると 74TWh/年
となり、これは全消費電力のお
よそ２％を占めると推定された。
Mills Reportの試算値とは大きく値
が異なるが、Kawamotoらの試算
の方がより詳細に分析されており、
米国ではこの1999年時点で２％と
いう値が、信頼度の高い基準値と
みなされた。
　しかし、この 1999 年の試算時
から後、年率 40％にも及ぶ通信量
の増大が続き、また通信に関わる
機器の消費電力もオフィスや家庭
内のPCから、膨大な情報量を振
分けるルーターが中心へと変化・
拡大しているため、今後は通信イ
ンフラも含めた試算が必要となる
と考えられている。オフィス機器
や家庭内PCにおいては、不使用
時（低負荷時）の消費電力低減技
術が発展したため、機器の性能向
上の割合ほどには消費電力が増大
3   情報通信とエネルギーに関する問題意識と最近の議論蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表１　通信インフラの消費電力
参考文献４）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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しなかったという背景がある。一
方、情報通信インフラに関わる機
器は、デバイスレベル、回路レベ
ルで高水準での稼動が続くため、
低負荷時に不必要な回路ブロック
を遮断するといったオフィス機器
や家庭用PCで有効であった低消
費電力化手法が機能しにくい。し
たがって今後は、デバイスや回路、
ネットワークアーキテクチャーの
基本的な見直しを含めた議論が必
要だという共通認識が、政府レベ
ルでも民間企業レベルでも形成さ
れている。
３‐２
日本における議論
　日本では、NTTグループが通
信量の増大による消費電力の増
大に直面し、検討を行っている。
NTTグループの消費電力は、そ
の事業構造から、通信ネットワー
クインフラに関わる消費電力、情
報通信需要増大と相関が強い。
　図表３のグラフはNTT西日
本のホームページから転載した
もの３）であるが、この資料によ
れば、IT化が進展することによ
り、仮に何も対策を打たなければ、
2010 年には 1990 年時点との比較
で実に３倍もの電力消費量（34億
kWhから 100 億 kWh）に達する
と予測されている。勿論、この電
力消費量の全てが情報通信に関わ
るものとは言えないが、情報通信
の伸び率が大きく影響することは
間違いない。
　譁 NTTファシリティーズによ
れば、2002 年度のNTTグループ
の買電量は 66億 kWhであった。
これはわが国の総発電量の 0.8％
に相当する。2006 年現在ではさ
らに 1.0％程度に達しているとの
ことである。NTTグループでは、
送電損失、交流－直流変換損失低
減等を目的としたブロードバンド
関連装置（サーバ・ルーター等）
への直流給電化等、低消費電力化
施策の強化による削減を目指して
いる。また、発電等の電力供給源
の自給化も目指しているが、自給
化では電力消費量そのものは下が
らない。
３‐３
今後必要とされる議論
　図表４のように、インターネッ
トのトラフィック増大は指数関数
的な伸びを示しているが、この要
因には 90年代末までは文字情報
が中心だった通信が、音楽、静止
画、動画といったデータ量の大き
い通信に変化してきたことが挙げ
られる。
　図表５に示したように、電子メ
ールも、つい５～６年ほど前まで
は文字情報が主流だったのが（数
kB程度）、３～４ほど前には静止
画像が添付できるようになり（数
十kB～ 1MB程度）、ここ１～２
年では動画も送れるようになって
きている（数MB）。また、イン
ターネットトラフィックの相当量
を占めるのが音楽ソフト、映像ソ
フトのファイル交換である。一時
期東京－大阪間の基幹線のトラフ
ィックの実に90％を占めたことも
あり、このようなP2P（サーバー
を介さない端末間の直接通信）の
アプリケーションが台頭してきて
いることも、見逃せない要因のひ
とつである。
　携帯電話の普及も、通信データ
図表２　 Best estimate of annual electricity used by U.S.
 office equipment in 1999, TWh/year
Equipment Type Residential Commercial Industrial Total
Portable Computer 0.14 0.13 0.02 0.29
Desktop Computer 2.67 10.21 1.46 14.34
Server 0 1.60 0.23 1.83
Minicomputer 0 8.86 2.95 11.81
Mainframe 0 5.62 0.63 6.25
Terminal 0 1.83 0.61 2.44
Display 3.13 9.82 1.40 14.35
Laser Printer 0.10 5.36 0.77 6.23
Inkjet/Dot Printer 1.10 1.56 0.22 2.88
Copier 1.10 5.71 0.82 7.63
Fax 0.44 2.26 0.32 3.02
Total 8.7 53 9.4 71
参考文献２）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表３　NTTグループの電力消費量の推移予測と削減目標
参考文献３）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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量の増大、通信インフラの拡大に
大きな影響を及ぼしつつある。イ
ンターネット上では比較的大きな
データ量（MB～）のコンテンツ
流通等が課題となるが、携帯電話
においては、静止画像・動画デー
タのような大容量のデータ流通も
勿論ではあるが、小ビットの頻繁
なデータ流通も課題となる。ユビ
キタスネットワークにおけるセン
シングデータも同様であるが、リ
アルタイム性が要求されることか
ら、小ビットではあってもデータ
を受けるネットワークはオンにな
っている必要があること、ルーテ
ィングが頻繁になされること、な
どに課題がある。ユビキタスネッ
トワークの利便性とエネルギー消
費はトレードオフになることもあ
り得るため、総合的な収支の観点
からの議論が必要である。
　日本の通信トラフィック量は
1990年代後半以後、ムーアの法則
をも超える年率40％もの増加を示
し、そのペースは現在も衰える気
配がない。今後放送と通信の融合
も含めた動画配信の本格化、公共
サービスや情報サービスの一層の
本格化によるデータ量の増大を考
えると、少なくとも今後数年以上
このペースで増加し続けることは
間違いないといえる。
図表５　携帯電話の進展とデータトラフィック増大の経緯
1999年２月
NTT DoCoMo、i‐modeサービス開始
　蘆文字情報が携帯端末から送信可能に（～1KB）
　蘆コンテンツ閲覧が可能に（文字）（～数KB）
2000年 11月
J‐Phone（現Vodafone）写メールサービス開始
　蘆静止画画像情報が携帯端末から送信可能に（数十kB）
　蘆カラー液晶端末の上市
　蘆画像コンテンツの閲覧が可能に
2001年 10月
NTT DoCoMo、FOMAサービス（第３世代２GHz帯）開始
　蘆通信速度の向上、9.6Kbps → 384Kbps（静止時）へ
　蘆テレビ電話（動画）サービスの開始（数十～数百kB）
2003年 11月 auがパケット定額サービスの開始（MB時代へ）
2004年６月
NTT DoCoMoがパケット定額サービスの開始
　蘆定額でデータの送受信が無制限に（MB時代へ）
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　情報インフラの整備、通信ト
ラフィックの増大とともに鍵とな
ってくるのは、データを送受信す
るサーバーとデータを振り分ける
ルーターの設置数の増大である。
2002年６月の経済産業省の「省エ
ネルギー技術戦略報告書」では、
日本におけるサーバー消費電力を
84 億 kWh/ 年、ルーター消費電
力 36億 kWh/ 年と試算していた
が、その増大が現実のものとなっ
てきている（図表６）。
　挾間は、ルーターの構造をさら
に詳細に分析してLSIの低電力化
等の要素も加え、データトラフィ
ックの実際の伸びと併せて下記の
ようなルーターの消費電力予測を
行っている（図表７）４）。この予
測をみると、ここ数年の実績値で
ある年率40％の通信トラフィック
増大が今後も続くと仮定するなら
ば、2010年には現在のおよそ８倍
の 158 億 kWh/ 年、2020 年で 600
倍近い 4,478 億 kWh/ 年に達する
ことになる。もしも国内の年間総
発電量が 9,200 億 kWh/ 年でほぼ
変わらないと仮定するならば、そ
の約 50％にまで達してしまうこ
とになる。この予測は、ルーター
の消費電力がルーターに使用する
LSI の低電圧化を織り込めない場
合には、エネルギー的な破綻が来
ることを意味している。もちろん、
この 48.7％というのはあくまでも
最大限の仮定であり、従来のトレ
ンドでのLSIの低消費電力化が進
むならばこのようにはならないは
ずである。
　我々は、身近な電子機器の低消
図表４　インターネットトラフィックの将来予測
参考文献４）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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費電力化が進んできた経緯から、
LSI の低消費電力化を楽観視しが
ちである。しかし、従来低消費電
力化を達成するために重要な要素
であったLSIのスケーリング、す
なわちトランジスタサイズの縮小
と、低負荷時の回路ブロック遮断
の技術による低消費電力効果は、
これから市場投入されるルーター
にはあまり期待できない可能性が
ある。スケーリングに関しては、
配線幅 90nm以降の微細MOSト
ランジスタでは、スケーリングに
よる効果をゲートからのリーク電
流が打ち消してしまうこと、また、
プロセスバラつきの問題からトラ
ンジスタの閾値電圧を容易に下げ
られないことが問題となる。これ
らに関しては、デバイスの基本構
造にまで遡った研究開発を始める
必要がある。一方、比較的日本メ
ーカーが得意としてきた低負荷時
の回路ブロック遮断の技術は、高
水準の動作が続くルーターの場合
には能力を発揮できない可能性が
ある。通信インフラの中核を成す
ルーターの用途での低消費電力化
は難しいことを十分認識する必要
があり、デバイス、機器、ネット
ワークアーキテクチャー等、多面
的かつシステム的な視点からの検
討が必要である。
　ハード的な面で日本には、世界
をリードする材料技術やデバイス
技術、低消費電力回路技術がある。
また電子技術を代替する光デバイ
ス技術も世界のトップレベルにあ
る。これらの技術を「情報通信と
エネルギー」の視点から整理し、
強化することは今後重要である。
特に光技術は、小容量では光－
電子変換の損失が大きく効率が
悪いが、大容量では利得が損失
を上回り、容量が増大するほど
効率が高まるという利点がある。
米国では IBMを中心に次世代の
スーパーコンピュータのバックプ
レーンの光化が検討されている。
一方、日本では文部科学省が主導
する次世代スーパーコンピュータ
におけるノード間接続等の光化の
他、譁日立製作所がルーターのバ
ックプレーンを光化する検討を開
始している５）。現在総務省および
独立行政法人情報通信研究機構、
経済産業省および独立行政法人産
業技術総合研究所でも電子ルータ
図表６　サーバー納入台数と消費電力量
項目 平均電源容量（Ｗ）
平成12年度
納入台数
稼働台数
（平成12年度現在）
年間稼働時間
（h/年）
年間消費電力
（MWh/年）
原油換算
（褌 / 年）
???
メインフレーム（大型） 60,000 456 5,018 8,760 2,637,461 245,213
メインフレーム（中小型） 7,500 1,034 8,491 8,760 557,859 51,866
ミッドレンジコンピュータ
（ハイエンド）
5,000 9,753 21,591 8,760 945,686 87,923
ミッドレンジコンピュータ
（ミドル）
1,000 25,154 139,823 8,760 1,224,849 113,878
ミッドレンジコンピュータ
（ローエンド）
400 123,660 383,542 8,760 1,343,931 124,949
PCサーバ 300 326,496 649,326 8,760 1,706,429 158,652
小計 486,553 174,923 0 8,416,215 782,480
???
ハイエンドATM交換器 2,000 6,800 14,260 4,380 124,918 11,614
ハイエンドルータ 1,200 225,000 4,380 1,182,600 109,950
ミッドレンジルータ 200 2,625,000 4,380 2,299,500 213,791
ローエンドルータ 30 15,000 4,380 1,971 183
小計 2,879,260 0 3,608,989 335,538
合計 486,553 3,054,183 12,025,203 1,118,019
サーバ消費電力：84億 kWh/年、ルータ消費電力：36億 kWh/年                                         参考文献４）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表７　ルーターの電力消費量予測
2001年 2004年 2010年 2015年 2020年
トラフィック増加率（40％） 1 2.7 21 111 597
予測トラフィック（Tbps） 0.12 0.324 2.4 13 71
ルータ消費電力（億kWh/年） 7.5 20 158 833 4478
国内総発電量比率（％）
（9,200 億 kWh/年と仮定）
0.08 0.22 1.7 9.0 48.7
LSI 駆動電圧（V） 5.0 3.3 2.5 1.0 0.8
電子機器省消費電力化率 1.0 0.44 0.25 0.04 0.03
LSI 低電圧化による
ルータ消費電力（億kWh/年）
7.5 8.8 40 33 134
国内総発電量比率（％）
（9,200 億 kWh/年と仮定）
0.08 0.1 0.4 0.4 1.5
参考文献４）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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ーのバックプレーンの光化が検討
されている。
　このように情報通信とエネルギ
ーに関わる課題はデバイス等の基
礎研究を担う文部科学省から応用
を担う総務省、経済産業省の各領
域に横断的に関わる課題であり、
システマテックに解決する必要
がある。分野横断的に行うか、分
担を明確化して行うか議論はある
が、デバイスから通信機器、ネッ
トワーク、発電に到るまでのグラ
ンドデザインが必要であろう。
　NTTグループの買電量が既に
90年当時の２倍に膨らんできてい
る現状や、通信に使われている次
世代コアルーターの消費電力がメ
ガワットクラスになりつつあると
いう現在、現状の正確な把握とそ
の対策の議論が急がれる。去る３
月 30日には独立行政法人産業技
術総合研究所主催で「情報とエネ
ルギーシンポジウム」が開催され
たが、通信事業者、通信機器メー
カー、大学関係者、政策担当者ら
も多数出席して活発な議論が行わ
れ、関心は急速に高まっている。
5   世界の情報通信インフラ拡大にともなうエネルギー消費増大の懸念 蘆蘆蘆蘆
　S. H. Yookらのデータ４）によれ
ば、現在先進国に偏在しているル
ーターの設置が人口分布と同様に
進んだ場合、世界的にもエネルギ
ー危機が生じる（図表８）。特に、
中国、インドのように、経済成長
が著しく人口の多い地域では、電
話、インターネット、テレビ（動
画配信）のインフラがセットにな
って整備されて行くケースが多い
ため、通信量が一気に増大してい
く可能性が高い。仮に伸び率は飽
和しても、情報通信の総量拡大が
著しいことは大いに懸念される。
　さらに設置数だけの問題だけ
ではなく、基幹網に配置されるハ
イエンドルーターの高速化と大型
化の問題もある。現在、米シスコ
システム社の最上位機種のルータ
ーの消費電力は 2MWhにも達し
ている。我が国の最速スーパーコ
ンピュータである地球シミュレー
ターの消費電力が６～ 8MWhで
あるから、これらの最上位機種ル
ーターの消費電力は、これまでの
我々が抱いてきたルーターのイメ
ージを大きく覆すものがある。地
球シミュレーターなど現在の世界
のスーパーコンピュータのほとん
どは、体育館のような設置スペー
スに数十台～数百台の筐体が並べ
られ、さらに筐体から発生する熱
を冷却するために計算機本体の消
費電力と同等程度の空調電力を必
要としている。スーパーコンピュ
ータは一国に何台もあるわけでは
無いが、現在の通信ネットワーク
のアーキテクチャからすると、必
ず相当数の最上位機種のルーター
が、全世界で必要とされるように
なる。
図表８　全世界のルーター設置分布と人口分布
参考文献４）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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　前節までは、情報通信量増大の
現状とハードウェアの研究開発の
視点から問題点を把握してきたが、
「情報通信」では社会科学的な側面
の把握も非常に重要である。
　図表４あるいは７では、現在の
通信トラフィックの外挿から年率
40％もの非常な勢いで通信量が増
大して行くと予想しているが、こ
れに対し、「情報インフラが十分
に整備された地域の通信量は、本
当に現在の勢いで伸び続けるの
か？」という問いがある。人間の
情報処理能力は、五感というイン
ターフェースを介しての情報交換
である限り、限界がある。
　しかし一方で、人間には、処理
しきれなくても本質的により多く
の情報を求める「情報に対する欲
求」がある。携帯電話普及以前の
1990 年頃に、「携帯電話ができた
らあなたは使いますか？」という
アンケートを行ったところ、「必
要が無い」と答える者がほとんど
であり、メールや写真が送れるよ
うになっても「使わない」という
人がほとんどであった。ところが
現在では、子供から老人まで国民
の過半数がそれらを使いこなし、
音楽配信や動画配信等もあたりま
えのように使われるようになって
いる。コミュニケーションの取り
方も、メールというPCや携帯電
話を介した形態が普通になってき
た。すぐ隣に座っているのにPC
や携帯電話でコミュニケーション
を取っているという光景も、若い
世代を中心にもはや珍しいもので
はなくなっている。純粋に資源制
約的な観点からすると、このよう
な行動、つまり、隣人への通信で
あっても、巨大な通信インフラを
通り、数十キロから場合によって
は数万キロも回ってデータが伝達
されている状況というのは抑制さ
れるべきなのであろう。しかし、
コミュニケーションの意義という
観点から考えると、単に情報を伝
達するだけではない要素が絡んで
くる。
　持続的発展の議論においては、
例えば石油資源の節約のように
「抑制」を伴う議論がメインとな
りがちであるが、情報通信の場合
には、どのような考え方に立って
議論を始めるべきかを考えること
が議論のひとつになる。一般的に
は、可処分所得の限界とエネルギ
ー消費増大によるコスト増から、
人々の情報取得量は自然と制限さ
れるだろうという見方がある。し
かし、通信に関わる費用は「欲求」
の飽和が単純な構造ではなく抑制
が困難な可能性もある。
　例えば、総務庁統計局「家計調
査」を見ると、1995年以降、１世
帯あたりの消費支出が減少しつつ
ある中で（1995 年：329,062 円→ 
2005 年：266,508 円）、交通・通信
費の割合は拡大しつつある（1995
年：10.0％→ 2005年：13.0％）。年
間収入を５段階に分けた「五分位
階級別１世帯あたり１ヶ月間の収
入と支出」においても、交通・通
信費の割合は年収の額に依存せず
10.8％～ 14.0％を占める。これは、
家計における「財」の性格としても、
正常財（所得の上昇に伴い、需要
の割合が増加する財：被服、教育、
娯楽等）や劣等財（所得の上昇に
伴い需要の割合が減少する財：食
料など）とは異なった性格を持つ。
例えば、携帯電話に対する消費支
出は、他の支出を切り詰めても優
先する傾向にあり、他の消費財と
比較して異質な傾向にある。
　「情報に対する欲求」は認知限
界を超えていても追い求める傾向
にあることから、情報処理や通信
量の増大について、認知科学的な
側面からも議論する必要があると
考えられる。工学と社会科学の境
界領域での、今後の大きな課題で
ある。
6   情報通信のもつ社会科学的側面の研究課題蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
7   まとめ 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　情報通信技術に関わるエネル
ギー問題は、定量的な議論が世
界的に始まりつつある。米国で
はDOE（米国エネルギー省）や
IEEE（米国に本部のある電気電
子学会）、民間企業では IBM社や
インテル社などが問題意識を持
って取り組んでいる。日本でも、
総務省やNTTグループで問題意
識を持って取り組みはじめている
が、まだ緒についたばかりという
のが現状である。e‐Japan 重点
計画による情報インフラの整備の
推進で、ADSLをはじめFTTH（光
ファイバ）等ブロードバンド回線
の普及が急速に進展し、また音楽
配信や映像配信等コンテンツビジ
ネスの急速な拡大で、ムーアの法
則をも超える年率40％もの勢いで
データトラフィック（情報流通）
が急増し、それに伴うエネルギ
ー消費量も急速に増大している。
NTTグループの買電量は、すで
に 1990 年当時の２倍近くに達し
ており、わが国の総発電量の１％
を占めるまでになっているが、こ
のことは一般にはあまり認識され
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ていない。
　一般に、家庭やオフィスで直接
接する情報・通信機器は低消費電
力化が進んでいるために、我々は
楽観的な見通しを持ちがちだが、
情報通信インフラに関わるエネル
ギー消費の削減は同じようには進
まない可能性がある。常時動作状
態にあり、また負荷水準も高い状
態を保持し続ける通信インフラ用
の機器は、低消費電力化が従来の
トレンドに従った削減を達成でき
なくなる領域に入っており、これ
らに関しては、デバイスの基本構
造にまで遡った研究開発をはじめ
るとともに、デバイス・機器・ネ
ットワークアーキテクチャー等の
多面的かつシステム的な視点から
の検討が必要である。
　一方、情報通信の社会科学的
な側面についても議論が必要であ
る。情報や通信の根源となるコミ
ュニケーションの本質に遡って、
情報への欲求と通信量の増大につ
いて、例えば認知科学的な側面か
らも議論することや、消費の概念
をさらに詳細な経済学的な側面か
ら検討することが必要であり、工
学と社会科学の境界領域の今後の
大きな課題である。
　日本国内の問題としても、世界
的な問題としても、まさにこの「情
報通信のエネルギー問題」は、今
後も持続的発展を遂げられるか否
かの重要な課題となり得る。
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金間　大介
ナノテクノロジー・材料ユニット
つけ、産業応用へと活かしていく
取組が必要である」と、応用分野
を明確にした知財戦略の取組みの
必要性が強調されている。
　各分野の特許状況に関しては、
これまで日本特許庁において８分
野の中でも特に注目に値すると思
われる要素技術に絞って、その特
許出願技術動向をレポートにまと
めてきた１）。しかし、ナノテクノ
ロジー分野全体を俯瞰した形での
特許動向調査はこれまであまり行
われていない。そこで本稿では、
同分野の特許出願状況の概要を知
ることを目的に、特許出願状況の
国際比較、出願セクターや同分野
の応用面から分類した特許動向の
現状を紹介する。
　なお、本稿は、ナノテクノロ
ジー総合支援プロジェクトセンタ
ー（注１）において実施されてきた調
査・分析の結果を、同センターの協
力を基に再構成したものである。
（注１）ナノテクノロジー総合支援プロジェクトセンターは、文部科学省
「ナノテクノロジー総合支援プロジェクト」の一環として、2002年７月に
活動を開始。ナノテクノロジーの発展のために、最新の国内外の施設・情
報提供、研究者の交流促進などによる研究活動の総合的支援を実施してい
る。なお、運営はC物質・材料研究機構が行っている。
　第３期科学技術基本計画では、
第２期において重点化が進められ
た８分野が引き続き「重点推進４
分野」と「推進４分野」として、
選択と集中による重点化が図られ
ることになった（一部名称変更）。
特許庁ではこれら８分野における
特許出願数を公開しており２）、こ
れら８分野におけるナノテクノ
ロジー分野の位置付けが読み取れ
る。図表１に2004年の日本、米国、
欧州の各特許庁に対する特許出願
状況を示す。一見して我が国は米
国・欧州に比べライフサイエンス
の割合が少なく、逆に全体に対す
る比率は少ないものの割合として
は環境や社会基盤が他国に比べ高
くなっている。米国は情報通信の
割合が３機関の中で最も高く、欧
州はライフサイエンスの割合が高
くなっている。ナノテクノロジ ・ー
材料分野は３機関とも約20％を占
めているが、その割合は日本が最
も高くなっている。
　ナノテクノロジー分野は、米国
で 2000 年から、日本ではナノテ
クノロジー・材料分野として2001
年からそれぞれ重点的に推進され
てきた。ナノテクノロジーの貢献
が期待される応用範囲は広く、重
点化政策が打ち出されて以来数
年が経過し、イノベーション創出
や社会貢献といった観点からナノ
テクノロジーに対する期待は徐々
に高まっている。そのような中、
2006 年３月に総合科学技術会議
が決定した「分野別推進戦略」で
は、ナノテクノロジー・材料分野
における知財戦略について、「ナ
ノテクノロジー・材料分野の産業
競争力を強化するには、研究開発
を推進すると同時に、基礎研究か
ら生まれてくる成果を知財に結び
1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
2   背景：日本の各重点分野の特許出願状況 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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３‐１
分類方法６）
　ナノテクノロジー総合支援プロ
ジェクトセンターでは、次の特許
機関：日本特許庁、米国特許商標
庁、欧州特許庁、世界知的所有権
機関（WIPO）（注２）を世界４大特
許機関と定義し、各機関から毎月
公開される特許公報からナノテク
ノロジー関連特許を予め設定した
キーワードを基に抽出し、それら
の特許を９つの技術領域毎に分類
し、発明者、発明の名称、出願人
等のリストを作成、データベース
化を行っている。
　調査対象となる技術領域として
は、材料、医療・ライフサイエンス、
電子デバイス、情報・通信、オプ
トエレクトロニクス、測定・試験、
環境・エネルギー、加工、印刷・
写真の計９領域で、これらでナノ
テクノロジーが適用可能な分野を
ほぼ全般的にカバーできる。各領
域の技術内容を図表２に示す。
　検索された特許は、以下の考え
方で取捨選択を行いナノテクノロ
ジー関連と思われる特許（以下、
ナノテク特許と呼ぶ）を選別した。
（ア）  ナノテクノロジーには、大別
して、原子あるいは分子レベ
ルで操作して新しい物質を
作りあげたり、ある材料に新
しい特性を付加する方向と、
ある素材を加工して微細構
造体を形成する方向とがあ
るが、両者とも対象とした。
（イ）  超微小量「ナノ」は、ナノス
ケールで操作あるいは加工
をすることが記載されてい
るか、あるいは予見される「時
間」、「波長」、「質量」、「容積」
についても対象とした。例え
ば、ピコグラム量のタンパク
質を利用して結晶化条件を
スクリーニングするものが
挙げられる。
（ウ）  選択的にナノテクノロジー
の手法を利用するものであ
っても採用することとし、例
えば、導電性ポリアミド複合
体において、導電性粒子材料
がグラファイト、カーボンブ
ラックあるいはカーボン・ナ
ノファイバの中から選択的
に用いられるものであって
も、ナノ材料の応用が記載さ
れていれば対象とした。
（エ）  MEMS（マイクロ・エレク
3   ナノテクノロジー分野の特許出願動向の分析 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表１　日本、米国、欧州の各特許庁における特許出願の８分野割合（2004）
特許庁「重点8分野の特許出願状況」２）（2006年３月）を基に科学技術動向研究センターにて作成
（注２）国際特許出願を行う場合、パリ条約ルートと呼ばれる各国の特許
庁に直接出願する場合と、PCT（Patent Cooperation Treaty）ルートと
呼ばれる国際的に統一された手続きを経由する方法がある。PCTルート
出願は、一つの出願で加盟国に同時に出願した効果を得ることができる
が、実際に特許権を取得するためには、権利を取得したい国へ国内移行す
る必要がある。PCTルートで出願した特許は、WIPO（World Intellectual 
Property Organization）において公開される。欧州特許庁（EPO：
European Patent Office）もヨーロッパ各国の加盟国に対しPCTと同様の
機能を有するが、特許権の付与はPCTの場合と異なりEPOがその権利
を有する。
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トロ･メカニカル・システム）、
超格子構造、フォトニック結
晶および量子井戸に関して
は、それらを応用した微細構
造を有する機械‐電気素子や
光‐電気素子が数多く提案さ
れているが、取捨選択の判断
は、これらを実現する材料あ
るいは形成方法として、上記
（イ）で述べたナノテクが採
用されているか否かに従う
ものとした。
３‐２
４大特許機関における
ナノテクノロジー特許の動向
　まずは、上記の選別手法を用い
て分類されたナノテク特許を、世
分類番号 技術領域 国際特許分類 技術内容
1 材料
B01J 触媒／コロイド科学（科学的または物理的方法）／疎水性磁性粒子
B81B マイクロ構造装置・システム／カーボンナノチューブ
B82B マイクロ構造技術・ナノ技術／カーボンナノチューブ／機能性ナノ構造体
C01B 炭素の構造／フラーレンの製造／カーボンナノチューブの製造／合成多孔性結晶物質
C01G 金属を含有する化合物／金属微粒子
C03B 製造・成形または補助プロセス
C03C ガラスまたはガラス質ほうろう
C04 人造石／セラミックス
C07 有機化学
C08
有機高分子化合物／生体高分子ナノ粒子／導電性ポリアミド複合体／カーボンナノチューブの
導入により強化された高分子／フォトポリマー
C09 インキ／染料／樹脂／接着剤
C22 治金／鉄または非鉄合金；その処理
C23C
被覆／表面への拡散／化学的変換または置換による表面処理／ダイヤモンドコーティング／ナ
ノ粒子コーティング
C30 結晶成長／有機ナノチューブの合成／超薄形ナノワイヤの合成
2
医療・
ライフサイエンス
A61
医学／電気化学的生理活性微粒子を含む化粧品／生分解性ナノカプセル／ナノ粒子で被覆され
たステント／量子ドットからなる光学コントラスト因子を使用／治療・診断用光学活性ナノ粒
子／癌治療薬剤／テーラーメイド医療
C12 微生物学／酵素学／遺伝子工学／核酸分子の配列決定／測定装置
3 電子デバイス
H01L
基本的電気素子／半導体装置／シリコンナノ粒子のパターニング／ナノ結晶を有する半導体膜
からなる薄膜センサ／量子ドット層からなる蛍光体／単電子トランジスタ
H01J 電界放射型電子源
4 情報・通信
G06N 情報伝達ポリマ／量子コンピュータ
G11 情報記憶／ナノマグネットを有するメモリ／ナノメータオーダの記憶層を有する記憶媒体
5
オプト
エレクトロニクス
G02
マイクロ構造の光ファイバ／集積型フォトニック回路／マイクロレンズEUVリソグラフィ／
シリコンナノ粒子発光装置／ナノ孔を含む材料からコアおよびクラッドを形成する光導波体
H01S 半導体ナノ結晶上に形成された光学増幅器及びレーザ
6 測定・試験 G01
ナノ結晶指標を用いる分析方法／ナノポンプ／遺伝子配列読取装置／DNAチップの製造／超
微量液体分注器／ナノ温度計
7 環境・エネルギー
C02F 水、廃水、下水または汚泥の処理／排ガス処理
H01M 電池／リチウム 2次電池用正極
8 加工
B01 分離／混合／自浄性表面の製造
B21 加工／成形／ダイヤモンド薄膜研磨
B23 工作機械／Femtosecondレーザの使用／シリコン・ナノサイズ・ドットの形成
B32B 積層体
9 印刷・写真
B41J 印刷／インクジェットヘッド／物品に対するナノ厚さの画像形成
G03 写真／電子写真
図表２　本調査におけるナノテクノロジーの技術領域の分類
参考文献６）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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界４大特許機関別に示す（図表
３）。この図で明らかなように、
各特許機関とも 2003 年から 2005
年の間に大幅に増加している。な
お、日本特許庁における近年の総
特許出願数は 40万件強で推移し
ており、従って 2005 年のナノテ
ク特許が総特許出願数に占める割
合は約１％となる。同様に米国特
許商標庁：約 1.5％、欧州特許庁：
約１％、WIPO：約 2.5％であっ
た６）。
３‐３
出願人の国籍から見た
ナノテクノロジー特許動向
　次に、４大特許機関へ出願された
特許を、出願人の国籍の違い（注３）か
ら分類を行った。図表４に、2004
年の出願人の国籍比較を出願数
の多い 10ヶ国について示す。米
国籍が約 5,600 件と最も多く、２
位の日本国籍の約 1.6 倍、３位の
ドイツ国籍の約 6.1 倍となってい
る６）。
　次に2004年に各特許機関に出願
された国籍による分類結果を示す
（図表５）。日本特許庁へ出願され
た特許は、その約72％が日本国籍
からの出願であるが、一方で米国
特許商標庁へ出願された米国籍特
許は約62％と日本と比べその割合
は小さくなっている。日本特許庁
の報告によると、ナノテク分野に
限らず特許出願状況全体として同
様の傾向がある３）。国外にて製造
や販売等を行うためには、当然そ
の国において特許権を取得する必
要があり、逆に言えば、国外への
出願は、その国での開発・製造・
販売等を強く意識しているとも考
えられる。そこで、アジアの他国、
例えば韓国や台湾国籍の４大特
許機関への出願状況を見てみると
（図表６秬秡）、その多くを米国へ
出願していることがわかる。一方、
欧州およびWIPOへの出願数は
両国とも少なくなっている。両国
は主にナノテク分野の中でも情報
（注３）ここでいう出願人の国籍
とは、筆頭発明者の国籍で定義
している。また、国外へ出願す
る際、現地の特許事務所等を通
して出願する場合があるが、こ
れらも全て筆頭発明者の国籍で
カウントしている。
図表３　４大特許機関におけるナノテク特許出願数
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図表４　 ４大特許機関へ出願されたナノテク特許の国籍別件数（2004）
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図表５　 ４大特許機関へ出願されたナノテク特許の国籍別内訳（2004）
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通信やエレクトロニクスを強化し
ており、このことが同産業の牽引
役となっている米国での特許取得
に対する要因の一つとなっている
のだろう。このように、国籍毎の
出願状況を比較・考察する際は、
同じ分野の中でも更に細かい技
術領域も考慮する必要がある。
　更に参考として、ドイツ及びカ
ナダ国籍の４大特許機関への出願
状況を図表６秣稈に示す。これら
の国は米国およびWIPOに対する
出願割合が高くなっており、さら
に興味深い点は、2005年に入りそ
れまでの増加傾向から一転して伸
び止まり、もしくは減少傾向を示
していることである。この現象は
欧州の他の国にも同様に見られる。
３‐４
ナノテクノロジー特許出願
における企業、大学、
公的研究機関の割合
　ここでは、ナノテク特許出願に
おける割合を、各研究開発の実施
機関である企業、大学、公的研究
機関というセクター別で分類を行
った。2004年におけるナノテク特
許出願数の多い上位 10ヶ国につ
いて、出願セクター別に比較した
ものを示す（図表７）。全体とし
ては企業が８割以上を占有してい
るが、この傾向はさらに強まる見
込みで、2003 年では 81％、2005
年上期では 83.3％とわずかながら
増加している６）。企業からの出願
が多いのはいずれの国でも同様で
あるが、興味深い点は、米国、英
国、カナダ、オランダでは企業の
次に大学が多く出願しているのに
対し、日本をはじめドイツ、フラ
ンス、韓国などでは公的研究機関
が大学より多く出願しており、そ
の傾向は米国型と日本型に二分さ
れる。また、台湾では企業からの
出願の割合が約63％と最も少なく
なっているのがわかる。
　次に各セクター別に各国の割合
を見てみる（図表８秬秡秣）。ま
ず 2004 年における企業からの出
願状況を比較すると、米国がトッ
プ、ついで日本となっており、こ
の結果は全体のランキングと一致
する。
　一方、大学からの出願状況では
企業の場合とは一変し、米国が圧
倒的な割合となる。第２位に英国
が入り、日本は第３位で続く。更
にここで注目されるのは、第４位
以降に全体ではトップ 10には入
っていなかった中国、イスラエル
が続いている点である。後にも述
べるが、特にイスラエルは医療・
ライフサイエンス領域において出
願数を伸ばしている。
　最後に公的研究機関の割合を見
てみると、再び状況は一変し、日
本がトップとなる。次いでフラン
ス、ドイツ、米国と続く。これも
後に述べるが、C科学技術振興機
構やC産業技術総合研究所など
を含む日本の公的研究機関からの
出願数の多さが目立つ。
　2003 年から 2004 年への経年変
化で見てみると、企業、大学では
大きな順位の変動はないものの、
米国がややその割合を下げている。
公的研究機関では、日本はこの一
年間でその割合を急増させ、その
分、ドイツと米国の割合が半減し
ている。なお、ドイツではマックス・
プランク協会やフランホーファー
研究機構、フランスではフランス
国立科学研究センター（CNRS）
図表６　 各国籍のナノテク特許出願状況（韓国、台湾、ドイツ、カナダ）（2004）
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図表７　 ナノテク特許出願における企業、大学、公的研究機関の割合
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術振興機構（注４）は欧州特許庁や
WIPOでも１位にランクしている。
逆に米国の公的研究機関の名前は
見られず、米国およびWIPOにお
いてカリフォルニア大学、MIT、
ノースウエスタン大学の３大学が
ランクしている。ただし、先に述
べたように近年のナノテク特許は
急増しており、特にPCTルート
における出願機関の順位は今後大
きく変動することが予想される。
３‐５
ナノテクノロジー関連の
９技術領域における国際比較
　最後に、予め設定した９つの
技術領域にナノテク特許を分類
して、各国の比較を行う（分類の
詳細は図表２）。図表 10は４大特
許機関に出願された全てのナノテ
ク特許を９つの技術領域で分類し
た結果である。最も多いのは材料
で、次いで電子デバイス、医療・
ライフサイエンスと続く。この技
術領域別の相違は、出願された各
特許機関によって大きく異なって
いる。日本特許庁への出願では、
医療・ライフサイエンス領域の出
願数が他と比べて少ないのに対し、
米国特許商標庁では材料が少なく、
その分電子デバイスの割合が大き
い。また、欧州特許庁とWIPOは
類似した傾向を示している。
　次に、９技術領域のうち大きな
割合を示した材料、電子デバイス、
医療・ライフサイエンスの３領域
について、2004年の出願数の国際
比較を行った（図表 11秬秡秣）。
まず材料では、米国籍がトップと
なっているものの、日本国籍の割
合も高くなっている。この２国で
材料全体の約70％を占める。電子
デバイスでも米国、日本の優位性
は変わらないが、韓国、台湾国籍
が第３位、第５位とそれぞれ上位
にランクしている。一方、医療・
ライフサイエンス領域を見てみる
と、米国一国が大きな割合を占め
ており、日本の割合は大きく減少
する（注５）。また、この領域では、
アイルランド、イスラエルがトッ
プ 10に入っていることが注目さ
れる。特にアイルランドは 2003
年では第 13位で、2005 年上期に
は第５位に上昇しており、同国が
医療･ライフサイエンス領域を重
視している姿勢がうかがえる６）。
からの出願が多くなっている。
　次に、2004 年の実際にナノテ
ク特許出願の多い上位機関を示
す（図表９）。前年もトップ 10に
入っていた機関はその順位も示
してある。まず、日本特許庁のト
ップ５のうち、１位、２位を含む
３機関が公的研究機関となってい
ることが注目される。特に科学技
（注４）科学技術振興機構の場合は、直接の研究実施機関ではないため注
意を要する。すなわち、当機構の実施する研究開発プロジェクトにおいて
雇用された研究員がその成果を基に特許出願をした場合等は、科学技術振
興機構の機関帰属となる。
（注５）ただし、図表には示してないが経年変化で見てみると、わずかで
はあるが同領域における日本の割合は増加傾向を示しており、2005 年上
期では、僅差ではあるがフランスを抜き第３位となり、ドイツとほぼ肩を
並べている６）。
図表８　企業、大学、公的研究機関の各国のナノテク特許出願割合
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図表 10　ナノテク特許の９技術領域別の出願割合（2004）
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図表９　各特許庁へ出願された上位 10 機関（2004）
順位（前年） 日本特許庁 件数
 1 （1） 科学技術振興機構 137
 2 （4） 産業技術総合研究所 115
 3 （3） ソニー譁 96
 4 物質・材料研究機構 73
 5 （7） 三菱化学譁 70
 6 （6） キヤノン譁 59
 7 シャープ譁 48
 8 （8） 譁日立製作所 47
 9 譁リコー 46
 10 （2） 富士写真フィルム譁 44
 10 松下電器産業譁 44
順位（前年） 米国特許商標庁 件数
 1 （1） IBM（米） 89
 2 （2） MICRON TECHNOLOGY（米） 63
 3 （3） THE UNIV. OF CALIFORNIA（米） 58
 4 （7） EASTMAN KODAK（米） 53
 5 （9） L’OREAL（仏） 50
 6 （5） XEROX（米） 49
 7 （8） GENERAL ELECTRIC（米） 43
 8 SAMSUNG ELECTRONICS（韓） 42
 9 譁日立製作所 39
 10
INDUSTRIAL TECHNOLOGY RESEARCH 
INSTITUTE（台）
38
 10 キヤノン譁 38
順位（前年） 欧州特許庁 件数
 1 （8） 科学技術振興機構 36
 2 （1） L’OREAL（仏） 27
 3 （4） SAMSUNG ELECTRONICS（韓） 25
 3 （4） HEWLETT‐PACKARD（米） 25
 5 CNRS（仏） 16
 6 （4） EASTMAN KODAK（米） 13
 7 （3） ソニー譁 12
 7 BASF（独） 11
 9 キヤノン譁 9
 10 INFINEON（独） 8
順位（前年） 世界知的所有権機関（WIPO) 件数
 1 （1） 科学技術振興機構 33
 2 （3） THE UNIV. OF CALIFORNIA（米） 32
 3 PHILIPS（蘭） 30
 4 DU PONT DE NEMOURS（米） 25
 5 CNRS（仏） 22
 6
COMMISSARIAT A L'ENERGIE ATOMIQUE 
UNIVERSITE（仏）
18
 7 INFINEON（独） 17
 8 （5）
MASSACHUSETTS  INSTITUTE OF 
TECHNOLOGY（米）
16
 9 （9） ソニー譁 15
 9 NORTHWESTERN UNIV.（米） 15
 9 （4） 3M INNOVATIVE PROPERTIES（米） 15
参考文献６）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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　本稿では、ナノテクノロジー分
野における特許出願状況を、さま
ざまな視点から分類した。その中
で、ここでは特に日米における大
学と公的研究機関の特許出願活動
のあり方の違いに注目したい。世
界的に産学連携が活発化し、大学
からの技術移転に注目が集まって
いるが、ここで示したデータによ
れば、少なくともナノテクノロジ
ー分野においては、単に各国大学
の技術移転活動を比較検討するよ
りも、国全体として公的研究機関
も含めた産学官(独 )連携の技術移
転活動を議論すべきである可能性
を示唆している。
　ただし、特許に関するデータは
技術的知識について様々な情報を
提供する一方で、全ての発明や無
形資産に関する情報を網羅してい
るわけではない４）。すなわち、技
術的知識の中には論文として公
開するものや、逆にノウハウとし
て組織内に蓄積していくものなど
様々な形態があり、特許出願はそ
れらの一つの側面を示すものにす
ぎない（注６）。また、業種によって
　以上のように、ナノテクノロジ
ー総合支援プロジェクトセンター
の全面協力のもと、世界の４大特
許機関に出願されたナノテク特許
を、ナノテクノロジー分野におけ
る各国の特許出願状況、企業・大
学・公的研究機関のセクター別の
動向、ナノテクノロジーの技術領
域別分類等の角度から分析を行っ
た。以下にその結果の主なポイン
トを挙げる。
蘆 抽出されたナノテク特許数は日
本特許庁の場合、全特許出願件
数の約１％に相当する。同様に
米国特許商標庁：約 1.5％、欧
州特許庁：約１％、WIPO：約
2.5％であった。
蘆 各特許機関におけるナノテク
特許出願数は年々増加傾向に
ある。
蘆 ナノテク特許の出願者国籍は、
米国が最も多く、次いで日本、ド
イツと続く。上位の２国（米国、
日本）で全体の 70％以上を占
める。
蘆 各特許機関に占める自国籍特
許の割合は、各特許機関によっ
て異なる。具体的には、日本特
許庁は約 72％が日本国籍、米国
特許庁では約 62％が米国籍だ
った。
蘆 セクター別に見ると、各国と
も企業からの出願が約８割と最
も多い。ただし、次に大学から
の出願が多くなっているのが米
国・英国・カナダ・オランダ等で、
逆に公的研究機関からの出願が
多くなっているのが、日本をは
じめドイツ、フランス、韓国等
であり、その傾向は米国型と日
本型に二分される。
蘆 ナノテクノロジーの各技術領
域における各国比較では、技術
領域によって各国の特徴が異な
る。米国は全ての領域でトップ
の出願数であるが、材料領域で
は、日本は米国と同程度の存在
感を示しているのに対し、医療・
ライフサイエンス領域ではその
割合は大きく減少する。
4   まとめ 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
5   終わりに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表 11　ナノテク特許の主要３技術領域における各国の割合（2004）
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特許のもつ意味や価値は大きく異
なっている。すなわち特許１件に
対する価値や性質も大きく異なる
ため、特許に関するデータの重み
にも違いがある（注７）。特許に関す
るデータを解釈する際には、その
他にも各国の制度・政策（特許出
願に化せられる課金等）にも留意
する必要がある。
　今後、以上のデータや留意点を
基に、我が国におけるナノテクノ
ロジー分野の研究の現状や、国際
競争力の把握等のさまざまな議論
が進展することを期待する。
謝　辞
　本稿をまとめるにあたって、実
質的な調査・分析実施者であるナ
ノテクノロジー総合支援プロジェ
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力を頂いた。改めて感謝申し上げ
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　現在ナノテクノロジー総合支
援プロジェクトセンターではナノ
テク特許の継続した調査の一環と
して、米国の特許を各州毎に分類
した分析も行っている。この分析
結果及び本レポートの詳細な情報
は、随時、同センターのホームペ
ージで公開している６）。
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科学技術と経済社会、イノベーションとの
関係に興味を持つ。特にナショナルイノベ
ーションシステムにおける大学・公的研究
機関の役割や、公共性の重要性について調
査・研究を行っている。また、ナノテクノ
ロジー分野の研究動向についても興味を持
ち調査活動を行っている。
執　筆　者
（注６）例えば、特許出願数自体の伸びはさほど大きくないものの、大手
電気メーカ（10社）から出願される特許１件あたりの請求項数は増加し
ているという指摘がある５）。このような場合は単純な特許出願数に加えて、
請求項数の把握も重要となってくる。
（注７）企業において取得した特許の利用／未利用状況については、特許
庁の調査「平成 16年知的財産活動調査」（2005 年９月）の中で、企業規
模別に分析されている。（ホームページ：http://www.jpo.go.jp/shiryou/
index.htm）
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AAAS科学技術政策
年次フォーラム報告
浦島　邦子
環境・エネルギーユニット
1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　1976年以来、毎年春にワシント
ンDCにおいて開催されている、
米国科学技術政策の討論の場であ
る AAAS（American Association 
for the Advancement of Science）
の科学技術政策年次フォーラム
が、2006年４月 20～ 21日に開催
された。年次フォーラムは本年が
31回目の開催となる１）。
　年次フォーラムのテーマは、米
国の科学コミュニティが直面し
ている予算およびホットな話題に
よって、会議開催数ヶ月前に決定
される。このフォーラムでは、米
国エネルギー省（DOE）長官の
Samuel W. Bodman 氏と John H. 
Marburger 科学技術担当大統領補
佐官のスピーチも行われるなど、
科学技術政策に関する米国の重要
な会議である。
　米国では 911テロ事件以来、ア
フガニスタンとイラクの関連す
る武力行使と大幅減税が、さまざ
まな予算に深遠な影響を与えてい
る。さらに原油価格の高騰の中、
エネルギーへの関心も高く、長寿
命化に伴う老人健康保険への関心
も高い。加えて気候変動による環
境破壊問題などへの関心も高いこ
とから、今回のパラレルセッショ
ンでは、「エネルギー」「感染症」「国
家安全」の３テーマが議題となっ
た。また、昨今話題となっている、
科学技術を取り巻く不正行為に関
するテーマについても話し合われ
た。国立研究所勤務の研究者を始
め、議会関係者、大学の教員およ
び研究担当者、関連シンクタンク
のアナリスト、各学会関係者、さ
らには諸外国の科学技術政策の関
係者など計400名以上が参加した。
　本稿では、会議で話し合われた
2007 年度（2006 年 10月から 2007
年９月）の連邦政府研究開発予算
要求の見通し、エネルギー政策お
よび研究者に関する倫理問題など
の概要を報告する。
2   AAASボードディレクターと科学技術担当大統領補佐官による冒頭の挨拶から蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　冒頭挨拶でOmenn氏（ミシガ
ン大学兼AAASのボードディレ
クター）は、バイオテクノロジー、
国家エネルギー問題、持続可能な
ための化学と化学技術など、最近
の『Science』や『Nature』で取
り上げられている多くの論文テー
マを例示しつつ、これからの科学
技術政策が解決すべき課題を紹介
し、それが「科学」なのか「技術」
であるのか、総合的な研究開発ド
メインによるものか、などといっ
た提起をした。一方、同氏は、科
学技術政策を取り巻く予算の厳し
さについても説明した。2001年に
国立衛生研究所（NIH）の予算が
倍増されたときには、5,500 億ド
ルの連邦予算財政黒字と言うゆと
りがあったが、2005 年時点では、
政府の正式な赤字は 3,190 億ドル
（発生主義ベースでは 7,600 億ドル
もの赤字）となっている。さらに
今後５年に起こりうる予算関係の
問題として、テロや国家安全保障
に対する支出、大幅な減税、原油
価格の高騰などがあることも説明
した。以上を踏まえ、同氏は、「科
学技術政策関係者が直面する課題
は巨大であり、本会議はまさに時
宜に叶っている」と述べた２）。
　Marburger 科学技術担当大統
領補佐官は、連邦の研究開発予
算の過程と状況が、過去 20 年
間でどう変化したかに関する概
要を最初に説明した３）。Bush 大
統領就任の前期に連邦の研究開
発支出が 45％上昇したが、これ
は、1960 年代と 70年代前半のア
ポロ計画以来の成長率と説明し
た。また、2006 年２月に 2007 年
度予算教書と併せて、同補佐官
が局長を兼務する、科学技術政策
局（OSTP）から発表された米国
競争力イニシアティブAmerican 
Competitiveness Initiative（ACI）４）
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についても説明した。これは連邦
政府研究投資、研究開発税制措置、
そして人材育成によって世界にお
ける米国の競争力を高めようとす
る政策を定めたもので、2007年度
予算要求において約60億ドルの費
用が準備されている。ACIには次
のような内容が記載されている。
蘆 高価値かつマーケット化可能な
技術やプロセス、基盤的発見に
焦点が当てられた先端的基礎研
究への連邦政府投資
蘆 新しい発見や研究開発を促進可
能とする施設や大型装置への連
邦政府投資
蘆 中等教育期間におけるおちこぼ
れのない教育と、数学、科学、
工学そして技術の世界的水準の
教育研究機会を提供する高等教
育機関の改善
蘆  21 世紀においてより競争力を
得るために必要な訓練やその
他のサービスの機会を提供す
る労働力訓練制度
蘆 優秀な外国人研究者に対する合
理的な入国管理政策と滞在条件
の向上
蘆 基盤的な発明を市場化できる技
術と民間部門における研究開発
投資
蘆 公的部門および民間部門での研
究投資によってもたらされた、知
的所有権を保護する最善の制度
蘆 新製品や新技術を急速に拡大さ
せることができる自由で柔軟な
労働力、資本、製品市場を通し
たベンチャー精神を刺激し、奨
励するビジネス環境
　同氏は、このACI が米国の将
来の経済競争力を保証するだろう
と述べた。各方面で米国競争力と
イノベーションに関しては、政府・
議会においてもこの数ヶ月重要
なテーマとして取り上げられてい
る。このような背景には、次の議
会選挙が控えていることも要因で
あると思われる。
3   2007年度の連邦政府科学技術予算要求について 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　2007年度の研究開発予算要求に
ついて、４人から講演があった。
　初めにKoizumi氏（AAAS研究
開発予算・政策プログラム課長）が、
2007会計年度研究開発予算要求に
関して次のような話をした。予算
に深刻な影響力を与えている要因
として、武力行使と大幅減税があ
る。連邦研究開発費は総額 1,369
億ドルで、これはBush大統領就
任時の 2001年と比較すると 50％
増となる。しかしながら、2007年
度の研究開発予算に関しては、連
邦予算問題の先々の状況を考える
と、緊迫している財政赤字によっ
て研究開発費の削減は避けられな
いという悲観的な見方がされてい
る。図表１に示すように、エネル
ギー省（DOE）科学局は前年度比
14.4％増の 38億ドル、国立科学財
団（NSF）は前年度比8.3％増の45
億ドル、米国航空宇宙局（NASA）
は8.0％増の122億ドル、国立標準
技術研究所（NIST）は 6.4％増の
4.5億ドルの予算要求が提案された
（なおDOE科学局、NSF、NIST
中核研究部門は、ACIにおいて「今
後10年間で研究費を倍増するべき
重点投資対象」とされている）が、
他の研究開発関連省庁の予算要求
は低下している。この傾向は数年
続き、当然政府機関のいくつかは
10～ 30％の予算カットを余儀なく
される。このような状況であるこ
とから、現在議会で保留となって
いる多くの革新イニシアチブに対
して、資金が提供されるかは不明
であり、多くの研究が滞ることが
懸念される５）。
　またHoagland 氏（上院多数党
院内総務）は、議会ではまだ2006
年度補正予算案件を議論中で、特
にハリケーン救援とイラク戦争
のための 920億ドルの充当、およ
び５年間で 700億ドルの減税実施
については今後も議会で話し合わ
れなければならない重要課題であ
り、2007年度予算要求の議論に充
てられる時間は限られている、と
説明した。加えて、社会保障、低
所得者医療扶助制度、老人医療健
康保険制度の長期コストの段階的
拡大、負債の増大、および他の費
用の拡大については今後も上昇し
続けることが明らかであり、劇的
な収入増加によって相殺されな
い限り、米国はより大きな負債拡
大か大規模な裁量予算の削減に直
面することになる。これに加えて
国防費も連邦政府の負債要因であ
る。これらの問題を解決する手段
として増税があるが、反面、経済
成長へ影響を及ぼしかねない。ま
た近々行政管理予算庁（OMB）
のトップ二人が交代することも、
予算の厳しい局面を加速させる要
因として懸念されており、かかる
状況の中 2007 年度科学技術予算
が要求通り認められる可能性は極
めて厳しいとの見解を述べた。し
かし一方では、外国からアメリカ
への投資が活発になり、負債を解
消できると予測する向きもある。
2007年の予算要求バランスから推
測すると、2035年までに連邦政府
は、社会保障、老人医療健康保険
制度、低所得者医療扶助制度の負
債をすべてなくすことができる、
という見方もある。有権者と政治
的指導者による政治力によって、
米国の予算機能不全を解消できる
という楽天的な意見が、こういっ
た予測を生み出していると思われ
る、と彼は述べた６）。
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けられている風力発電や太陽光発
電は、主要なエネルギー源とする
にはまだエネルギー効率の改善な
ど課題が多すぎる。水素エネル
ギーに至っては、インフラの問題
や、実用化にはまだ高価すぎる問
題がある。しかし、再生可能エネ
ルギーと省エネルギー技術が向上
することによって、GDP当たり
のエネルギー消費量とCO2 排出
の減少が期待される。こうした背
景を考慮しつつ、エネルギー政策
を考えていかねばならない。図表
２に示されように、エネルギーに
対する各国の研究開発と実証の状
況は変化しており、特に日本の伸
びが大きい。また、中国およびイ
ンドの人口の増加とエネルギー消
費が爆発的に増加している中、原
油、石炭、天然ガスの消費量は今
まで以上に増加する。同時にCO2
に起因される気候変動問題も大き
くなる。IPCC（Intergovernmental 
Panel on Climate Change：気候変
動に関する政府間パネル）によると、
2100年には現在の気温が平均５℃
上昇することが見込まれている。
　水素エネルギーに関する研究の
政権の予算要求上は引き続き大幅
増の組に入るが、Romm氏（Center 
for Energy and Climate Solutions）
や Holden 氏（ハーバード大学）
らは、当面は非現実的であると主
張した。つまり、水素エネルギー
に関する研究開発投資は引き続き
積極的に続けられているものの、実
用化の可能性については、特に自動
車に対する燃料としての適用は、イ
ンフラと供給の問題から当面は非現
実的との意見が強い。自動車に関し
ては、プラグインハイブリッドを有
力視する指摘もあった。
　Grumet 氏（全米エネルギー政
策委員会）は、気候変動が社会に
及ぼすリスクなどについて説明
し、その改善には技術がキーであ
　会議開催中、地域によってはガ
ソリン価格が４ドル/gal になった
こともあり、会場には人が入りき
れないほど、エネルギーの話題へ
の関心は高かった。冒頭のスピー
チでも取り上げられている気候変
動に関する環境とエネルギーとの
関連性の話題も要因になった。セ
ッションでは「21世紀のエネルギ
ーのための科学技術政策」と題し
て、５人の発表があった。以下に
そのスピーチの概要を記す７～11）。
　環境と経済の両立を考えれば、
エネルギー政策は困難な課題で
あるということは言うまでもな
い。例えば原子力を推進すればエ
ネルギーの需給とCO2 問題に功
を奏するが、事故とテロのリスク
を考慮しなければならない。石炭
による火力発電の増加は、CO2 増
加と大気汚染や健康影響への問題
の増加を意味する。また再生可能
エネルギーのひとつとして位置づ
図表１　 各省庁における 2007 会計年度研究開発予算要求比率（対 2006 年度）
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るが、それに対する投資をするの
は誰かという課題も話題にした。
CO2 を削減するためには、石炭ガ
ス化、高燃費自動車、高性能な燃
料および先進原子炉などを国内に
て製造することをサポートする必
要性、クリーンコール技術、原子
力、再生可能エネルギー技術のデ
モンストレーションの促進などに
ついて連邦政府予算を倍増させて
研究開発を進める、などの提案が
された。
　また、Gallagher 氏（ハーバー
ド大学）はDOEの 1978 年から
の予算変化の詳細について説明
し、エネルギー研究開発予算は
2001 年頃から横ばいで、ここ数
年は 1978 年の３分の１程度であ
るといった。図表３は各年度の再
生可能エネルギーへの政府投資予
算要求の推移で、2007 年度予算
要求においては、太陽光発電の予
算要求は前年比 75％増、バイオ
マスに対しては 62％増加されて
いる。図表３には示されていない
が、水素および燃料電池に関して
は23％増の予算が要求された。風
力発電に関しては予算要求の増額
が 10％に留まっている。一方で、
石炭に関する予算要求は５％カッ
図表３　DOEにおける再生可能エネルギーに関する予算要求
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出典：Kelly Sims Gallagher,“The Federal Energy R&D Portfolio”より
図表２　エネルギーに対する世界各国の研究開発と実証試験への投資
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トされ、地熱、水力、石油、天
然ガスに対する研究開発と実証試
験（Research, Development and 
Demonstrations：RD&D）もキャ
ンセルされた。原油高騰の折、石
炭の需要は増加する傾向になる
が、石炭の使用によって増加する
CO2 排出問題を解決するには少な
すぎる予算である。また、地熱研
究プログラムに対する予算要求は
ゼロで、現時点ではDOEの地熱
研究に対する関心は低いと見受け
られると説明があった。
5   研究者を取り巻く状況について蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　フォーラムでは、科学者の倫理
問題、評価や信用などについても、
３人から話題が提供された。その
概要を以下に示す 12～ 14）。
　米国、ノルウェー、英国、韓
国での研究費の不正使用やデータ
捏造、盗用、改ざん、生命倫理の
問題などの事例が紹介された。例
えば、研究計画書と違う結果が
出てしまったことにより、研究費
を継続あるいは新規に獲得するた
めに、データ捏造や改ざんなどの
不正が発生したケースが紹介され
た。こういった問題には、組織的
な背景もかかわっていることが多
い。今後こういったことを防ぐた
めには、ピア・レビューの目的、質、
および公平性の向上に対しての改
善が求められる。さらに、科学者
コミュニティが社会に対する説明
責任を果たし、科学者が広く国民
から評価され、尊敬される社会を
構築していく必要がある15）。実際、
米国では生命科学分野を中心に、
立法を含む取り組みを 1980 年代
から進めており、北欧では研究不
正に関する委員会が設置され、予
防措置や告発事例の調査にあたっ
ている。英国やドイツでも同様な
動きが見られる。一人の研究者に
よる不正行為が、他のプロジェク
トチームメンバーをも巻き込むケ
ースもあることから、研究者の倫
理観に対する教育が必要となって
くるという意見も出された。
6   その他の話題など 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　このフォーラムでは、現在の
日本には該当しないようなテーマ
（軍事研究の重点化、移民問題など）
も話題に上がった。ちょうど会議
開催中に、1,000 万人以上と見ら
れる不法移民者を追放する法案に
対する大規模な反対デモがあった
ことも、話題づくりに一役買った
形となった。また米国でも高齢化
が進む中、医療保険に関する多く
の課題が取り上げられている。さ
らに、発表者の一人が e‐Japan①
を例に出し、米国でもこうした戦
略によってネットワークの構築
を図るべきだという意見も出され
た 16）。
　最後に今回のフォーラムに出席
した筆者の所感を少し記す。
　クリントン政権から現在ま
で、燃料電池開発に対する政策は
強化されている。2002 年１月に
は、PNGV（Partnership for a New 
Generation of Vehicles）を解消し、
新たにFreedom CAR 9を開始した。
PNGVは、米国内の自動車産業の
国際競争性向上と先進技術を量産
自動車に適用できるようにするこ
とを目的として実施された。燃費
については80mil/gal（33.4km/褄）
を目標とした。Freedom CARは
政府と米国ビッグ３（Ford、GM、
DaimlerChrysler）との 2010 年ま
での長期間にわたる官民のパート
ナーシップであり、リスクの高い
技術開発、特に水素搭載型燃料電
池自動車関連技術に重点を置き、
多様な自動車に適用しうるコンポ
ーネント技術の開発を行うもので
ある。このように、エネルギー、
特に自動車燃料に関するプロジェ
クトは継続的に進められている。
　気候変動問題に対して、自発
的かつ技術重視に対応することを
強調してきた米国は、京都議定書
にはサインしなかったが、現在政
府のみならず企業や大学、そして
科学者のみならず市民の関心も強
くなってきたことから、特にCO2
削減問題に対しては、政府も積極
的に取り組んでいる。この問題に
対して米国は、あらゆる方面から
独自の取り組みを強化している
① e‐Japan 戦略
　e‐Japan 戦略は、IT 基本戦略を元に、2001年 1月 22日、高度情報通信ネッ
トワーク社会推進戦略本部（IT 戦略本部）第１回会合において国家戦略として決定さ
れた。IT 基本戦略とは、「すべての国民が情報技術（IT）を積極的に活用し、かつそ
の恩恵を最大限に享受できる知識創発型社会の実現に向けて、既存の制度、慣行、権
益にしばられず、早急に革命的かつ現実的な対応を行わなければならない」とした上
で、「5年以内に世界最先端の IT 国家となることを目指す」としている。 そのための
重点政策として、超高速ネットワークインフラの整備、電子商取引の大幅な普及の促進、
電子政府の実現、人材育成の強化をあげている。
■用語説明■
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印象を受けた。こうした動きは、
産業活動と気候変動との関連性
が否定できない内容の論文が増
加傾向にあることも要因となっ
ている。もしテロ対策以外に大き
な課題をあげるとすれば、気候変
動が断然トップの話題として挙げ
られたという意見もあった。大規
模災害の発生頻度の増加は、気候
変動が原因であるという説が強く
なってきたことも、関心が強くな
っている表れといえる。
　効果的な施策のひとつであり、
日本では常識的に考慮されている
省エネルギーに関する予算につい
ては、ポジティブな動きは見られ
ない。移動手段として自動車が中
心の米国ではかなり困難かもしれ
ないが、鉄道の普及もCO2 削減に
は役立つ。また日本のように「消
費」を「もったいない」と意識す
る取り組みや、省エネ技術を普及
させ、エネルギーを消費する国民
一人一人の意識も変えて行く必要
がある。それにはエネルギーとい
うものを正しく理解するエネルギ
ー教育の必要性を強く感じた。ま
た、重点投資型が主流な研究費の
仕組みに付きまとう科学者の倫理
問題も、これからはますます大き
く取り扱われる課題のひとつとな
るであろう。
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科学技術動向研究センターのご紹介
　2001 年１月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政
策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術
分野の動向に関する調査・分析機能を充実・強化するため 2001 年 1月より新たに「科学
技術動向研究センター」を設立いたしました。当センターでは、「科学技術基本計画」の
策定に資する最新の科学技術動向に係る情報の収集や今後の方向性についての調査・研究
に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
　センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資
する資料として提供しております。
　センターの具体的な活動は以下の３つです。
＊それぞれのユニットには、職員の他、客員研究官（非常勤職員）を配置。
＊センターの組織、担当分野などは適宣見直しを行う。 （2006年4月現在）
総括ユニット
ライフサイエンスユニット
環境・エネルギーユニット
情報通信ユニット
推進分野ユニット ものづくり技術、社会基盤、 フロンティアの3分野
ナノテクノロジー・材料ユニット
センター長
（ ）
1  「科学技術専門家ネットワーク」に
よる科学技術動向分析
　わが国の産学官の研究者を「専門
調査員」に委嘱し、インターネット
を利用して科学技術動向に関する幅
広い情報を収集・分析する「科学技
術専門家ネットワーク」を運営して
います。このネットワークを通じ、
専門調査員より国内外の学術会合、
学術雑誌などで発表される研究成果、
注目すべき動向や今後の科学技術の
方向性等に関する意見等を広く収集い
たします。
　これらの情報に、センターが独自
に行う調査・研究の結果を加え、毎
月 1回、「科学技術動向」としてま
とめ、総合科学技術会議、文部科学
省を始めとした科学技術関係機関等
に配布しています。なお、この資料は
http://www.nistep.go.jp において
も公開しています。
2 重要科学技術分野・領域の
  動向の調査研究
　今後、国として取り組むべき重点
事項、具体的な研究開発課題等を明
確にすることを目的とし、重要な科
学技術分野・領域に関するキーテク
ノロジー等を調査・分析します。
　さらに、重要な科学技術分野・領
域ごとの科学技術水準を欧米先進国
と比較し、わが国の科学技術がどの
ような位置にあるのかについての調
査・分析も行います。
3 技術予測に関する調査研究
　当研究所では、科学技術の長期的
将来動向を総合的に把握するため、
デルファイ法を中心とする科学技術
予測調査をほぼ 5年ごとに実施して
います。2005 年には２年間にわたっ
た「科学技術の中長期的発展に係る
俯瞰的予測調査」を報告しました。
??????????????
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
【連絡先】〒100－0005東京都千代田区丸の内2－5－1
【電　話】03－3581－0605　【FAX】03－3503－3996
【ＵＲＬ】http://www.nistep.go.jp
【E-mail】stfc@nistep.go.jp
　このレポートについてのご意見、お問い合わせは、下記のメールアドレス
または電話番号までお願いいたします。
　なお、科学技術動向のバックナンバーは、下記のURLにアクセスいただき
「報告書一覧科学技術動向･月報」でご覧いただけます。
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